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１．長寿命化計画の目的 

１－１ 計画の背景と目的 

 平成20（2008）年度に示された「公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省住宅

局住宅総合整備課）」では、地方公共団体が実施する公営住宅等に対する長寿命化の取

組を強力に支援することとされ、平成26（2014）年度以降は、「公営住宅等長寿命化計

画」に基づく改善事業・建替事業以外は助成対象としないとする交付金の重点配分化が

図られた。これを受け、本市では、平成27（2015）年３月に「西脇市営住宅長寿命化計

画」を策定し、計画的かつ効果的な市営住宅の整備・管理を推進してきた。 

 国においては、住生活の安定の確保及び向上の促進を図る「住生活基本計画（全国計

画）（平成18（2006）年９月策定、平成28（2016）年３月改定）」やインフラの維持管

理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組の方向性を明らかにする「国土交通

省インフラ長寿命化計画（平成25（2013）年11月）」等を踏まえ、「公営住宅等長寿命

化計画指針（以下「改定指針」という。）」が平成28（2016）年８月に改定された。 

 これらを踏まえ、また、計画策定時より５年が経過した現時点での定期見直しを行う

ため、関連計画との整合性を図りつつ、市営住宅の長期的な視点に立った維持管理計画

及び建替・改善等の事業計画を立てるため「西脇市営住宅長寿命化計画」を改定する。 

 

１－２ 計画の位置付け 

 本計画は「西脇市住生活基本計画（令和３（2021）年３月見直し予定）」との整合を

図り、さらに前述の目的に則って、長寿命化を図るための計画へと見直すこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３ 計画期間 

 本計画の計画期間は、令和２（2020）年度から令和11（2029）年度の10年間と定める。 

なお、計画内容は、状況に合わせ期間内に見直しを行うこととする。 

【上位計画・関連計画等】 

 
第２次西脇市総合計画－基本構想・前期基本計画－ 

（平成31年３月 策定） 

住生活基本計画 

（全国計画） 

（平成23年３月策定） 

（平成28年３月改定） 

 

兵庫県 

住生活基本計画 

（平成24年１月策定） 

（平成29年３月改定） 

西脇市住生活基本計画（令和３年３月 改定予定） 

・西脇市都市計画マスタープラン 

・第２次西脇市地域福祉計画 

・その他関連計画 

西脇市市営住宅 
長寿命化計画 

（本計画） 

連携 



2 

２．市営住宅等ストックの状況調査 

２－１ 西脇市内の公営住宅等ストックの現況 

（１） 公共賃貸住宅の管理戸数 

 西脇市内の公共賃貸住宅は、全てが公営住宅であり、管理戸数は令和２（2020）年３

月１日現在 1,134戸（26団地）となっている。そのうち市営住宅は 795戸（20団地、特

別公共賃貸住宅（以下「特公賃という。」）４戸含む。）となっている。 

 

■西脇市公共賃貸住宅ストックの状況（管理戸数ベース） 

 （令和２（2020）年３月１日現在） 

分類 
公営住宅 

小計 合計 
一般住宅 特公賃 募集団地 

市営住宅 
20団地 

791戸 

１団地※１ 

４戸 

15団地 

400戸 

20団地 

795戸 26団地 

1,134戸 
県営住宅 

６団地 

339戸 
―  

６団地 

339戸 

  ※１ １団地としているが、一般住宅の黒田住宅と合わせて１団地であるため、団地数の計 

     には含まない。 

 

（２） 市営住宅管理戸数の推移 

西脇市においては、昭和30年代後半まで主に低層木造住宅の供給が続き、その後昭和 

40年代後半までは主に簡易耐火造の住宅が建設された。昭和50年代以降、平成14（2002） 

年までは野村、大野（八日）、大野（西林寺）、黒田北、黒田団地等の中層あるいは高

層耐火造の住宅が新たに建設され、また下戸田団地及び日野ヶ丘団地の一部で建替えが

実施された。現在は、旭ヶ丘、坂本、津万井、田高及び日野ヶ丘団地（５団地、 395戸

）は、用途廃止を予定しているため募集停止としており、空き家となった住宅は随時除

却している。現在の管理戸数は計 795戸（特公賃４戸含む。）である。 

 

■市営住宅団地の建設年度（現管理戸数） 
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（３） 公共賃貸住宅一覧 

 

■市営住宅一覧 

   （令和２（2020）年３月１日現在） 

 

※黒田（特公賃）は、一般住宅の黒田住宅の一部であるため、棟数は一般住宅に含む。 

 

 

 

 

号棟
耐用
年数

経過年
構造 階数 棟数

入居
戸数

空き家
戸数

募集
状況

- 1956～1963 S31～S38 S61～H5 木造 1 79 94

- 1964 S39 H21 簡易耐火 1 6 20

- 1956 S31 H13 簡易耐火 2 3 24

2 坂本 - 1960 S35 H2 木造 1 5 6 4 募集停止

3 向ヶ丘 - 1963 S38 R15 中層耐火 3 1 17 1 募集中

- 1965～1972 S40～S47 H22～H29 簡易耐火 1 20 86

- 1965～1974 S40～S49 H22 ～H31 簡易耐火 2 26 136

- 2006 Ｈ18 R58 中層耐火 3 1 30

- 2006 Ｈ18 R58 中層耐火 4 1 23

6 津万井 - 1966～1967 S41～S42 H8～H9 木造 1 12 9 3 募集停止

7 田高 - 1966～1967 S41～S42 H8～H9 木造 1 13 8 5 募集停止

1号棟 1973 Ｓ48 R25 中層耐火 3 1 12

2号棟 1973 Ｓ48 R25 中層耐火 3 1 18

9 高嶋 - 1978 Ｓ53 R5 簡易耐火 2 2 4 2 募集中

10 野村 - 1979 Ｓ54 R31 中層耐火 3 1 16 2 募集中

11 大野（大野） - 1980 Ｓ55 R7 簡易耐火 2 1 4 2 募集中

12 前坂南山 - 1981 S56 R8 簡易耐火 2 3 10 5 募集中

1号棟 1982 S57 R34 中層耐火 3 1 12

2号棟 1982 S57 R34 中層耐火 3 1 12

14 上野 - 1983 S58 R35 中層耐火 3 1 16 2 募集中

15 殿ヶ丘 - 1985 S60 R37 中層耐火 3 1 14 4 募集中

16 中畑 - 1990 H2 R2 木造 2 5 9 1 募集中

A棟 1991 H3 R43 中層耐火 3 1 6

B棟 1991 H3 R43 中層耐火 3 1 6

C棟 1991 H3 R43 中層耐火 3 1 6

D棟 1992 H4 R44 中層耐火 3 1 6

E棟 1992 H4 R44 中層耐火 3 1 6

F棟 1993 H5 R45 中層耐火 3 1 6

G棟 1993 H5 R45 中層耐火 3 1 6

H棟 1993 H5 R45 中層耐火 3 1 6

A棟 1995 H7 R47 中層耐火 5 1 38 2

B棟 1999 H11 R51 高層耐火 6 1 37 3

19 黒田北 - 1999 H11 R51 中層耐火 4 1 15 5 募集中

20 黒田（特公賃除く） - 2002 H14 R54 高層耐火 6 1 30 2 募集中

一般住宅小計 - - - - 197 540 251 -

黒田（特公賃）※ - 2002 H14 R54 高層耐火 6 (1) 3 1 募集中

- - - - (1) 3 1 -

- - - - 197 543 252 -

募集中

募集中

募集中

特公賃

一般住宅

募集停止

募集中

4

5

募集中

22 2

日野ヶ丘

8

13

上戸田

総　　計 -

12

791

4

18

40

15

20

30

13

6

6

795

大野（西林寺）

団　地　名 竣工年
管理
戸数

1 旭ヶ丘 79 59138

特公賃小計 -

40

32

4

18

74817

下戸田

大野（八日）

日野ヶ丘Ａ棟

募集停止

18

18

10

41

24

10

18

13389222

53 47 6

29 1
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■その他公共賃貸住宅一覧 

(令和２（2020）年３月１日現在） 

   

 

 

■西脇市公営住宅位置図 

  

 

 

 

 

 

竣工年 構造 階数
管理
戸数

募集
状況

1 鹿野テラス S54 簡易耐火 2 54 募集停止

2 西脇鹿野住宅 H14 木造準耐 3 33 募集中

3 西脇旭ヶ丘住宅 S36頃 木造 1 24 募集停止

4 日野ヶ丘住宅 H17、H20 高層耐火 6 84 募集中

S48 中層耐火 4 24

S49 中層耐火 5 20

西脇谷町住宅 H18 中層耐火 5 59

6 西脇蒲江住宅 H23 低層耐火 3 41 募集中

- - - 339 -総　　計

団　地　名

5
西脇谷町鉄筋

県営住宅

募集中
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２－２ 市営住宅の現況 

 

（１） 団地概況 

敷地規模が 3,000㎡以上の大規模な団地は、７団地（旭ヶ丘、日野ヶ丘、日野ヶ丘Ａ

棟、大野（八日）、大野（西林寺）、下戸田、黒田）ある。また、戸数規模が 100戸以

上という大規模団地は２団地（旭ヶ丘、日野ヶ丘）である。 

市営住宅20団地のうち、５団地（向ヶ丘、上戸田、野村、殿ヶ丘、下戸田）は市街化

区域内に建設されており、９団地（旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、日野ヶ丘Ａ棟、高嶋、大

野（大野）、大野（八日）、大野（西林寺）、上野）は市街化調整区域に、６団地（津

万井、田高、前坂南山、中畑、黒田北、黒田）は都市計画区域外に建設されている。 

 

■市営住宅 団地別概況 

(令和２（2020）年３月１日現在） 

 

  ※黒田団地の管理戸数は特公賃（４戸）を含む戸数 

 

 

 

 

1 旭ヶ丘 S31～S38 88 138 30,830 整形 あり 200% 調整区域 借地

2 坂本 S35 5 10 1,932 不整形 なし 200% 調整区域 借地

3 向ヶ丘 S38 1 18 1,703 不整形 なし 200% 第1種住居 借地

4 日野ヶ丘 S40～S49 46 222 43,159 整形 あり

5 日野ヶ丘Ａ棟 H18 2 53 4,587 整形 あり

6 津万井 S41～S42 12 12 1,813 整形 あり - 都市計画区域外 市有地

7 田高 S41～S42 13 13 1,589 不整形 なし - 都市計画区域外 市有地

8 上戸田 S48 2 30 2,024 不整形 なし 200% 第1種住居地域 借地

9 高嶋 S53 2 6 808 不整形 なし 200% 調整区域 市有地

10 野村 S54 1 18 2,332 不整形 なし 200% 第1種中高層 市有地

11 大野（大野） S55 1 6 1,151 不整形 なし 200% 調整区域 市有地

12 前坂南山 S56 3 15 825 不整形 なし - 都市計画区域外 市有地

13 大野（八日） S57 2 24 3,260 不整形 なし 200% 調整区域 借地

14 上野 S58 1 18 2,879 整形 あり 200% 調整区域 市有地

15 殿ヶ丘 S60 1 18 1,798 不整形 あり 200% 第2種住居 市有地

16 中畑 H2 5 10 2,033 整形 あり - 都市計画区域外 市有地

17 大野（西林寺） H3～H5 8 48 5,181 整形 なし 200% 調整区域 市有地

下戸田（Ａ棟） H7 1 40

下戸田（B棟） H11 1 40

19 黒田北 H11 1 20 2,917 整形 なし - 都市計画区域外 市有地

20 黒田※ H14 1 36 4,782 整形 なし - 都市計画区域外 市有地

197 795 122,171 - - - -

敷地状況

一部借地

借地

計

団　地　名 竣工年
棟数
（棟）

管理
戸数
（戸）

18 6,568 整形 なし

指定
容積率

都市計画
用途地域

敷地
面積
（㎡）

敷地
形状

敷地
高低差

調整区域

第2種中高層

200%

200%
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（２） 築年・構造・管理戸数等 

 構造別に管理戸数をみると、簡易耐火造の住宅が 293戸（37.0％）と最も多く、次に

中層耐火造の住宅が 287戸（36.3％）と多い。一方、管理棟数では低層木造住宅が 114

棟（57.9％）、次に簡易耐火造が61棟（31.0％）と多い。 

 建築年代別に管理戸数及び棟数をみると、昭和55（1980）年以前に建設された住宅が

低層木造、簡易耐火造、中層耐火造を合わせて 473戸（59.8％）、 171棟（86.8％）に

上り、昭和56（1981）年の新耐震基準以前のストックが非常に多い状況である。 

 構造別にみると、低層木造住宅及び簡易耐火造住宅は、ほぼ全てのストックが昭和55

（1980）年以前に建設された住宅である。 

 

■管理戸数（建築年代別・構造別） 

   
  ※本集計には特公賃（４戸）は含んでいない 

473棟（59.8％） 

 

■管理棟数（建築年代別・構造別） 

   
 171棟（86.8％） 

EV設置

S40年度以前 104 74 0 18 18 0 0 0 196 24.8%

S41～45年度 25 104 0 0 0 0 0 0 129 16.3%

S46～50年度 0 88 0 30 30 0 0 0 118 14.9%

S51～55年度 0 12 0 18 18 0 0 0 30 3.8%

S56～60年度 0 15 0 60 60 0 0 0 75 9.5%

S61～H2年度 10 0 0 0 0 0 0 0 10 1.3%

H3～7年度 0 0 0 88 48 40 40 0 88 11.1%

H8～12年度 0 0 0 20 0 20 20 40 60 7.6%

H13年度以降 0 0 0 53 0 53 53 32 85 10.7%

総数※ 139 293 0 287 174 113 113 72 791 100.0%

構成比％ 17.6% 37.0% 0.0% 36.3% 22.0% 14.3% 14.3% 9.1% 100.0%

高層
耐火造

構成比
％

総数
廊下型

　
　　　　　　構造
　
　年度

低層
木造

低層準
耐火造
簡易
耐火

低層
耐火造

中層耐火造

総数
階段
室型

EV設置

S40年度以前 84 15 0 1 1 0 0 0 100 50.8%

S41～45年度 25 23 0 0 0 0 0 0 48 24.4%

S46～50年度 0 17 0 2 2 0 0 0 19 9.6%

S51～55年度 0 3 0 1 1 0 0 0 4 2.0%

S56～60年度 0 3 0 4 4 0 0 0 7 3.6%

S61～H2年度 5 0 0 0 0 0 0 0 5 2.5%

H3～7年度 0 0 0 9 8 1 1 0 9 4.6%

H8～12年度 0 0 0 1 0 1 1 1 2 1.0%

H13年度以降 0 0 0 2 0 2 2 1 3 1.5%

総数 114 61 0 20 16 4 4 2 197 100.0%

構成比％ 57.9% 31.0% 0.0% 10.2% 8.1% 2.0% 2.0% 1.0% 100.0%

総数
構成比

％総数
階段
室型

廊下型

高層
耐火造

　
　　　　　　構造
　
　年度

低層
木造

低層準
耐火造
簡易
耐火

低層
耐火造

中層耐火造
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（３） 居住水準（住宅規模） 

住戸規模・構造別に管理戸数及び棟数をみると、３人世帯の最低居住面積水準（40㎡） 

未満の住戸が 357戸で45.1％を占めている。 

 建築年代別に住戸規模をみると、40㎡未満の住戸は全て昭和50（1975）年までに供給

された住宅である。一方、四人世帯の最低居住面積水準（50㎡）以上の比較的大きい住

宅は、 336戸(42.4％)あるが、このうち30戸は昭和56（1981）年の新耐震基準以前に建

設された住宅である。 

 

■管理戸数（住戸規模別・構造別） 

   

357戸（45.1％） 

 

■管理戸数（住戸規模別・建築年代別） 

   
30戸（3.8％）             336戸（42.4％） 

 

《参考：最低居住面積水準（住生活基本計画（全国計画）世帯人数別の面積（例）》 

最低居住面積水準の定義 
世帯人数別の面積（例）単位（㎡） 

単身 ２人 ３人 ４人 ５人 

世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活の基 

礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準 
25 30 40 50 57 

 

EV設置

30㎡未満 47 0 0 0 0 0 0 0 47 5.9%

30～40㎡ 82 210 0 18 18 0 0 0 310 39.2%

40～50㎡ 0 56 0 42 30 12 12 0 98 12.4%

50～60㎡ 0 27 0 108 64 44 44 22 157 19.8%

60～70㎡ 10 0 0 115 62 53 53 42 167 21.1%

70㎡以上 0 0 4 0 4 4 8 12 1.5%

総数 139 293 0 287 174 113 113 72 791 100.0%

構成比％ 17.6% 37.0% 0.0% 36.3% 22.0% 14.3% 14.3% 9.1% 100.0%

総数
構成比

％総数
階段
室型

廊下型

高層
耐火造

　
　　　　　　構造
　
　規模

低層
木造

低層準
耐火造
簡易
耐火

低層
耐火造

中層耐火造

　　　　年度

　規模

S40年
度以前

S41～
45年度

S46～
50年度

S51～
55年度

S56～
60年度

S61～
H2年度

H3～7
年度

H8～12
年度

H13年
度以降

総数
構成比

％

30㎡未満 47 0 0 0 0 0 0 0 0 47 5.9%

30～40㎡ 125 129 56 0 0 0 0 0 0 310 39.2%

40～50㎡ 24 0 62 0 0 0 0 0 12 98 12.4%

50～60㎡ 0 0 0 30 39 0 32 14 42 157 19.8%

60～70㎡ 0 0 0 0 36 10 56 42 23 167 21.1%

70㎡以上 0 0 0 0 0 0 0 4 8 12 1.5%

総数 196 129 118 30 75 10 88 60 85 791 100.0%

構成比％ 24.8% 16.3% 14.9% 3.8% 9.5% 1.3% 11.1% 7.6% 10.7% 100.0%
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（４） 居住水準（住宅設備） 

 住宅設備の整備状況（建設時の仕様に基づく状況）についてみると、①浴室なし住戸

が 119戸（15.0％）、②３箇所給湯なし住戸が 558戸（70.5％）、③高齢者対応仕様未

整備住戸が 686戸（86.7％）、④専用面積40㎡未満住戸が 357戸（45.1％）となってい

る。ただし、①浴室なし住戸についてはすべて低層木造住宅であり、入居者が入居後に

個別に設置している場合が多い。また、②３箇所給湯なし住戸についても、入居者が個

別に設置している場合が多い。 

表中の①～④の全てが水準以上の住戸数は 105戸（13.3％）となっており、これらは

日野ヶ丘Ａ棟、黒田北、黒田である。残りの団地は①～④のいずれかの水準を満たして

いない。ただし、①と②については上記で述べたとおり、現況ほとんどの住戸で設置は

されているが、築年の古い木造住宅や簡易耐火造の住宅では老朽化や陳腐化が進んでい

るものとみられる。また中層住宅のうち、 174戸（60.6％）はエレベーターが設置され

ていない。 

 

■設備等の整備状況 

   

※１ 浴室の設備、設置スペース共にないもの 

※２ 段差の解消、廊下の幅が確保されているなど、高齢者に配慮した仕様の住宅の戸数。 

※３ 中層に関する「総管理戸数に対する割合」は、「中層住棟全体の戸数に対する割合」 

を示す。 

 

 

 

戸数

総管理
戸数に
対する

割合※３

791 100.0%

119 15.0%

558 70.5%

未整備 686 86.7%

H10年公営住宅等整備基準を満たしているもの 105 13.3%

H11年公営住宅等整備基準に順じているもの 0 0.0%

段差解消＋手すりのみ整備 0 0.0%

357 45.1%

105 13.3%

287 100.0%

174 60.6%

0 0.0%

0 0.0%

中層（3～5階）EVなし住戸

中層共用階段の手すりなし住戸

中層バルコニーなし住戸

項目

中層（3～5階）住宅戸数

総管理戸数　

③高齢者対応仕様

   整備住戸※２

①浴室なし住戸※１

②３箇所（台所・洗面所・浴室）給湯なし住戸

④専用面積40㎡未満住戸

①～④のすべてが水準以上のもの
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２－３ 維持・管理状況 

 

（１） 建設時期と法定耐用年限 

 木造及び簡易耐火造の住宅は全て、本計画期間終了時点の令和12（2030）年３月まで

に耐用年限を超過する。また、中層耐火造のうち向ヶ丘団地は法定耐用年限の２分の１

を経過しており、令和15（2033）年には耐用年限を超過する。 

 

■設備等の整備状況 

   

  ※法定耐用年限の２分の１を経過した団地は建替等の検討をすることができる。 

  ※構造別の耐用年数 木造／簡耐１階建て：30年、簡耐２階建て：45年、耐火造：70年 

  

－ 低層木造 94 建設（1956～63）

－ 簡耐１階 20 建設（1956）

－ 簡耐２階 24 建設（1964）

坂本 － 低層木造 10 建設（1960）

向ヶ丘 － 中層耐火 18 建設（1963） 1/2経過（1998）

－ 簡耐１階 86 建設（1965～72）

－ 簡耐２階 136 建設（1965～74）

－ 中層耐火 30 建設（2006）

－ 中層耐火 23 建設（2006）

津万井 － 低層木造 12 建設（1966～67）

田高 － 低層木造 13 建設（1966～67）

1 中層耐火 12 建設（1973） 1/2経過（2008）

2 中層耐火 18 建設（1973） 1/2経過（2008）

高嶋 － 簡耐２階 6 建設（1978）

野村 － 中層耐火 18 建設（1979） 1/2経過（2014）

大野（大野） － 簡耐２階 6 建設（1980）

前坂南山 － 簡耐２階 15 建設（1981）

1 中層耐火 12 建設（1982） 1/2経過（2017）

2 中層耐火 12 建設（1982） 1/2経過（2017）

上野 － 中層耐火 18 建設（1983） 1/2経過（2018）

殿ヶ丘 － 中層耐火 18 建設（1985） 1/2経過（2020）

中畑 － 低層木造 10 建設（1990）

A・B・C 中層耐火 18 建設（1991）  1/2経過（2026）

D・E 中層耐火 12 建設（1992） 1/2経過（2027）

F・G・H 中層耐火 18 建設（1993） 1/2経過（2028）

Ａ棟 中層耐火 40 建設（1995） 1/2経過（2030）

Ｂ棟 高層耐火 40 建設（1999） 1/2経過（2034）

黒田北 － 中層耐火 20 建設（1999） 1/2経過（2034）

高層耐火 32 建設（2002） 1/2経過（2037）

791

高層耐火 4 建設（2002） 1/2経過（2037）

4

795

大野（八日）

下戸田

1970 2020

S25

1960

黒田（特公賃除く）

2000 2010

大野（西林寺）

団地名 構造号棟

一般住宅

旭ヶ丘

日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

上戸田

S35 S45管理
戸数 1950 2030

R2S55 H22 R12H12H2

1980 1990

特公賃住宅

総　　計

一般住宅小計

特公賃住宅小計

黒田（特公賃）

計画期間 

　凡　例 建設年度 耐用年限の１／２ 法定耐用年限
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（２） 修繕等の履歴 

 

■西脇市営住宅（中・高層耐火）の修繕履歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 特公賃（４戸）含む。 

 

 

 

■西脇市営住宅（中・高層耐火）の修繕履歴

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

西暦 70年 35年 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 年次 工事 年次 工事 年次 工事 年次 工事

ポンプ設 屋上 住警報 H6 台所排水管改修 H11 自転車置場改修 H15 住戸内手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

1963 － 18 中耐・３階 2033 1998 △ ● ＊ ★ H10 給水ポンプ設置 H13 階段手すり設置 H16 屋上防水改修 H25 水道を直圧に切替

計 18 H10 自転車置場改修 H14 公共下水道接続 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H3 外壁緊急補修 H10 浴室扉改修 H14 給水ポンプ改修

1973 １号棟 12 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ H4 1号棟外壁改修 H10 階段非常警報改修 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H5 2号棟外壁改修 H11 屋上防水部分改修 H21 住宅用火災警報器設置

1973 ２号棟 18 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ H8 浴室扉改修 H12 高架水槽撤去 H25 水道を直圧に切替

計 30 H9 　　　〃 H13 公共下水道接続

H4 駐車場整備 H11 階段非常警報改修 H14 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺塗装 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

屋上 外壁、住警報 H5 屋外整備 H12 浴槽、釜、塗装替(一部残) H14 屋上給水管保温替 H21 外壁改修

1979 － 18 中耐・３階 2049 2014 ● ★ ◎＊ H10 公共下水道接続 H12 高架水槽塗装替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H10 屋上防水部分補修 H13 引込盤、幹線改修 H16 屋上防水改修 H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 ポンプ替屋上 外壁 住警報 H9 排水路改修 H12 屋上配管、保温替 H19 階段手摺（2棟） H26 浴室改修9戸

1982 １号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ H9 外壁部分補修 H13 2号棟屋上防水改修 H21 水道を直圧に切替

外壁 ポンプ替 屋上 外壁 住警報 H10 給水ポンプ取替 H13 階段手摺（1棟） H21 住宅用火災警報器設置

1982 ２号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ H11 階段非常警報改修 H14 北側法面改修 H23 高架水槽撤去

計 24 H12 1号棟屋上防水改修 H16 公共下水道接続 H24 ガス埋設管部分改修

屋上、住警報 外壁 H7 浄化槽フェンス設置 H13 公共下水道接続 H18 住戸内手摺設置 H22 外壁改修

1983 － 18 中耐・３階 2053 2018 ●＊ ◎ H9 高架水槽塗装 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H21 屋上防水改修 H22 階段手摺

計 18 H12 屋上配管、保温替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H14 公共下水道接続 H15 階段手摺設置 H26 水道を直圧に切替

1985 － 18 中耐・３階 2055 2020 ＊ H14 高架水槽塗装及び配管保温替 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H11 東屋設置

1991 A棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ H17 公共下水道接続

住警報 H21 住宅用火災警報器設置

1991 B棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H24 水道を直圧に切替

1991 C棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊

住警報

1992 D棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊

住警報

1992 E棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊

住警報

1993 F棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊

住警報

1993 G棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊

住警報

1993 H棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊

計 48

住警報 H13 Ａ棟水道子メーター取替 H26 特建調査（B棟）

1995 A棟 40 中耐・４階 2065 2030 ＊ H17 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報（竣工時より設置） H18 Ａ棟水道子メーター取替

1999 B棟 40 高耐・６階 2069 2034 ＊ ☆ H21 住宅用火災警報器設置(A棟)

計 80 H25 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報 H20 住宅用火災警報器設置

1999 － 20 中耐・４階 2069 2034 ＊ H26 水道子ﾒｰﾀｰ取替

計 20

住警報（竣工時より設置） H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2002 － 36 高耐・６階 2072 2037 ＊ ☆ H26 特建調査

計 36

住警報（竣工時より設置） H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2006 - 30 中耐・３階 2076 2041 ＊

住警報（竣工時より設置）

2006 - 23 中耐・４階 2076 2041 ＊

計 53

363

※１：　特公賃４戸含む

　凡　　　例 建設（建替）年度 △ 給水ポンプ設置・取替済 ＊ 住宅用火災警報器設置

耐用年限1/2経過（35年） ▼ 高架水槽撤去済 ★ 耐震診断

耐用年限1/2経過後期間 ● 屋上防水済 ☆ 特建調査

◎ 外壁改修（吹替工事）済

中・高層耐火造住宅　総計

黒田北 黒田北

黒田※1 黒田※1

日野ヶ丘

A棟

日野ヶ丘

A棟

殿ヶ丘 殿ヶ丘

大野

（西林寺）

大野

（西林寺）

下戸田

（A･B棟）

下戸田

（A･B棟）

野村 野村

大野

（八日）

大野

（八日）

上野 上野

向ヶ丘 向ヶ丘

上戸田 上戸田

修繕履歴
住宅名

竣工年
号棟

管理

戸数
構造

耐用年限
住宅名

上段：和暦(平成) 下段：西暦

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

西暦 70年 35年 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 年次 工事 年次 工事 年次 工事 年次 工事 年次 工事

ポンプ設 屋上 住警報 H6 台所排水管改修 H11 自転車置場改修 H15 住戸内手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

1963 － 18 中耐・３階 2033 1998 △ ● ＊ ★ H10 給水ポンプ設置 H13 階段手すり設置 H16 屋上防水改修 H25 水道を直圧に切替

計 18 H10 自転車置場改修 H14 公共下水道接続 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H3 外壁緊急補修 H10 浴室扉改修 H14 給水ポンプ改修 H29 2号棟浴室改修3点給湯

1973 １号棟 12 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ ◆ ●◎ H4 1号棟外壁改修 H10 階段非常警報改修 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替 H31 1号棟屋上外壁改修

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H5 2号棟外壁改修 H11 屋上防水部分改修 H21 住宅用火災警報器設置

1973 ２号棟 18 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ ◆ H8 浴室扉改修 H12 高架水槽撤去 H25 水道を直圧に切替

計 30 H9 　　　〃 H13 公共下水道接続 H28 1号棟浴室改修3点給湯

H4 駐車場整備 H11 階段非常警報改修 H14 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺塗装 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替 H28 屋上防水改修

屋上 外壁、住警報 H5 屋外整備 H12 浴槽、釜、塗装替(一部残) H14 屋上給水管保温替 H21 外壁改修 H29 浴室改修3点給湯

1979 － 18 中耐・３階 2049 2014 ● ★ ◎＊ ● ◆ H10 公共下水道接続 H12 高架水槽塗装替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H10 屋上防水部分補修 H13 引込盤、幹線改修 H16 屋上防水改修 H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 ポンプ替屋上 外壁 住警報 H9 排水路改修 H12 屋上配管、保温替 H19 階段手摺（2棟） H27 浴室改修

1982 １号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ ◆ H9 外壁部分補修 H13 2号棟屋上防水改修 H21 水道を直圧に切替

外壁 ポンプ替 屋上 外壁 住警報 H10 給水ポンプ取替 H13 階段手摺（1棟） H21 住宅用火災警報器設置

1982 ２号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ ◆ H11 階段非常警報改修 H14 北側法面改修 H23 高架水槽撤去

計 24 H12 1号棟屋上防水改修 H16 公共下水道接続 H24 ガス埋設管部分改修

屋上、住警報 外壁 H7 浄化槽フェンス設置 H13 公共下水道接続 H18 住戸内手摺設置 H22 外壁改修

1983 － 18 中耐・３階 2053 2018 ●＊ ◎ H9 高架水槽塗装 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H21 屋上防水改修 H22 階段手摺

計 18 H12 屋上配管、保温替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H14 公共下水道接続 H15 階段手摺設置 H26 水道を直圧に切替

1985 － 18 中耐・３階 2055 2020 ＊ H14 高架水槽塗装及び配管保温替 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H11 東屋設置

1991 A棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ ●◎ H17 公共下水道接続

住警報 H21 住宅用火災警報器設置

1991 B棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ ●◎ H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H24 水道を直圧に切替

1991 C棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ ●◎ H28 BC棟屋上外壁改修

住警報 H29 AD棟屋上外壁改修

1992 D棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊ ●◎ H30 EF棟屋上外壁改修

住警報 H31 GH棟屋上外壁改修

1992 E棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊ ●◎

住警報

1993 F棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊ ●◎

住警報

1993 G棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊ ●◎

住警報

1993 H棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊ ●◎

計 48

住警報 H13 Ａ棟水道子メーター取替 H26 特建調査（B棟）

1995 A棟 40 中耐・４階 2065 2030 ＊ H17 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報（竣工時より設置） H18 Ａ棟水道子メーター取替

1999 B棟 40 高耐・６階 2069 2034 ＊ ☆ ☆ H21 住宅用火災警報器設置(A棟)

計 80 H25 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報 H20 住宅用火災警報器設置

1999 － 20 中耐・４階 2069 2034 ＊ H26 水道子ﾒｰﾀｰ取替

計 20

住警報（竣工時より設置） H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2002 － 36 高耐・６階 2072 2037 ＊ ☆ ☆ H26 特建調査

計 36 H31 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報（竣工時より設置） H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2006 - 30 中耐・３階 2076 2041 ＊ ☆ ☆ H31 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報（竣工時より設置）

2006 - 23 中耐・４階 2076 2041 ＊ ☆ ☆

計 53

363

下戸田

（A･B棟）

下戸田

（A･B棟）

中・高層耐火造住宅　総計

黒田北 黒田北

黒田※1 黒田※1

日野ヶ丘

A棟

日野ヶ丘

A棟

上野 上野

殿ヶ丘 殿ヶ丘

大野

（西林寺）

大野

（西林寺）

修繕履歴

野村 野村

大野

（八日）

大野

（八日）

向ヶ丘 向ヶ丘

上戸田 上戸田

住宅名
竣工年

号棟
管理

戸数
構造

耐用年限
住宅名

上段：和暦 下段：西暦
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

西暦 70年 35年 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 年次 工事 年次 工事 年次 工事 年次 工事 年次 工事

ポンプ設 屋上 住警報 H6 台所排水管改修 H11 自転車置場改修 H15 住戸内手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

1963 － 18 中耐・３階 2033 1998 △ ● ＊ ★ H10 給水ポンプ設置 H13 階段手すり設置 H16 屋上防水改修 H25 水道を直圧に切替

計 18 H10 自転車置場改修 H14 公共下水道接続 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H3 外壁緊急補修 H10 浴室扉改修 H14 給水ポンプ改修 H29 2号棟浴室改修3点給湯

1973 １号棟 12 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ ◆ ●◎ H4 1号棟外壁改修 H10 階段非常警報改修 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替 H31 1号棟屋上外壁改修

外壁 屋上 高架水槽　ポンプ改修 住警報 H5 2号棟外壁改修 H11 屋上防水部分改修 H21 住宅用火災警報器設置

1973 ２号棟 18 中耐・３階 2043 2008 ◎ ● ▼ △ ＊ ★ ◆ H8 浴室扉改修 H12 高架水槽撤去 H25 水道を直圧に切替

計 30 H9 　　　〃 H13 公共下水道接続 H28 1号棟浴室改修3点給湯

H4 駐車場整備 H11 階段非常警報改修 H14 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺塗装 H17 水道子ﾒｰﾀｰ取替 H28 屋上防水改修

屋上 外壁、住警報 H5 屋外整備 H12 浴槽、釜、塗装替(一部残) H14 屋上給水管保温替 H21 外壁改修 H29 浴室改修3点給湯

1979 － 18 中耐・３階 2049 2014 ● ★ ◎＊ ● ◆ H10 公共下水道接続 H12 高架水槽塗装替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H10 屋上防水部分補修 H13 引込盤、幹線改修 H16 屋上防水改修 H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

外壁 ポンプ替屋上 外壁 住警報 H9 排水路改修 H12 屋上配管、保温替 H19 階段手摺（2棟） H27 浴室改修

1982 １号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ ◆ H9 外壁部分補修 H13 2号棟屋上防水改修 H21 水道を直圧に切替

外壁 ポンプ替 屋上 外壁 住警報 H10 給水ポンプ取替 H13 階段手摺（1棟） H21 住宅用火災警報器設置

1982 ２号棟 12 中耐・３階 2052 2017 ◎ △ ● ◎ ＊ ★ ◆ H11 階段非常警報改修 H14 北側法面改修 H23 高架水槽撤去

計 24 H12 1号棟屋上防水改修 H16 公共下水道接続 H24 ガス埋設管部分改修

屋上、住警報 外壁 H7 浄化槽フェンス設置 H13 公共下水道接続 H18 住戸内手摺設置 H22 外壁改修

1983 － 18 中耐・３階 2053 2018 ●＊ ◎ H9 高架水槽塗装 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H21 屋上防水改修 H22 階段手摺

計 18 H12 屋上配管、保温替 H15 階段手摺設置 H21 住宅用火災警報器設置 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H14 公共下水道接続 H15 階段手摺設置 H26 水道を直圧に切替

1985 － 18 中耐・３階 2055 2020 ＊ H14 高架水槽塗装及び配管保温替 H21 住宅用火災警報器設置

計 18 H14 給水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ取替 H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H11 東屋設置

1991 A棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ ●◎ H17 公共下水道接続

住警報 H21 住宅用火災警報器設置

1991 B棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ ●◎ H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報 H24 水道を直圧に切替

1991 C棟 6 中耐・３階 2061 2026 ＊ ●◎ H28 BC棟屋上外壁改修

住警報 H29 AD棟屋上外壁改修

1992 D棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊ ●◎ H30 EF棟屋上外壁改修

住警報 H31 GH棟屋上外壁改修

1992 E棟 6 中耐・３階 2062 2027 ＊ ●◎

住警報

1993 F棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊ ●◎

住警報

1993 G棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊ ●◎

住警報

1993 H棟 6 中耐・３階 2063 2028 ＊ ●◎

計 48

住警報 H13 Ａ棟水道子メーター取替 H26 特建調査（B棟）

1995 A棟 40 中耐・４階 2065 2030 ＊ H17 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報（竣工時より設置） H18 Ａ棟水道子メーター取替

1999 B棟 40 高耐・６階 2069 2034 ＊ ☆ ☆ H21 住宅用火災警報器設置(A棟)

計 80 H25 Ｂ棟水道子メーター取替

住警報 H20 住宅用火災警報器設置

1999 － 20 中耐・４階 2069 2034 ＊ H26 水道子ﾒｰﾀｰ取替

計 20

住警報（竣工時より設置） H23 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2002 － 36 高耐・６階 2072 2037 ＊ ☆ ☆ H26 特建調査

計 36 H31 水道子ﾒｰﾀｰ取替

住警報（竣工時より設置） H24 水道子ﾒｰﾀｰ取替

2006 - 30 中耐・３階 2076 2041 ＊ ☆ ☆ H31 水道子ﾒｰﾀｰ取替
住警報（竣工時より設置）

2006 - 23 中耐・４階 2076 2041 ＊ ☆ ☆
計 53

363

下戸田
（A･B棟）

下戸田
（A･B棟）

中・高層耐火造住宅　総計

黒田北 黒田北

黒田※1 黒田※1

日野ヶ丘
A棟

日野ヶ丘
A棟

上野 上野

殿ヶ丘 殿ヶ丘

大野

（西林寺）

大野

（西林寺）

修繕履歴

野村 野村

大野
（八日）

大野
（八日）

向ヶ丘 向ヶ丘

上戸田 上戸田

住宅名
竣工年

号棟
管理

戸数
構造

耐用年限
住宅名

上段：和暦 下段：西暦



12 

２－４ 耐震診断調査の結果 

 

（１） 耐震診断の実施について 

 

① 耐震診断の必要性について 

 県営住宅・市営住宅などの公営住宅については、適切な計画修繕の実施により建物の

寿命を延ばすとともに、維持管理コストの抑制を図るため「公営住宅等長寿命化計画」

を策定することとなっている。 

 「公営住宅等長寿命化計画」では、県や市が管理する公営住宅について、各団地の築

後年数や改善の実施状況、土地利用の可能性、建物の安全性（耐震性、避難の安全性）

等の要素を判定し、今後の活用手法（用途廃止／耐震改修等の改善事業／建替え／維持

管理など）及び今後10年間の維持管理計画を定める。 

 本市においては、平成27（2015）年３月に「西脇市営住宅長寿命化計画」を策定した

際に、市営住宅各団地の活用手法を決定するための判断材料として、耐震診断を実施し

た。 

 

② 耐震診断の実施概要 

 現在の耐震基準（新耐震基準）は、昭和56（1981）年の「建築基準法」改正により新

たに採用されたもので、昭和56（1981）年以前に建設された建物は、この基準を満たし

ているかどうかが不明である。このため、昭和56（1981）年以前に建設された建物は、

耐震診断を実施して十分な耐震性を備えているか確認する必要がある。そのため、昭和

56（1981）年以前に建設された団地を対象として実施した。 

 ただし、効率的な調査実施のため、構造が同じで建設年度がほぼ同一の団地について

は、全て同等の耐震性を持っているものと考えられるため、一部のみ実施とした。 

・津万井、田高：同じ木造で、建設年度が近い坂本、旭ヶ丘の木造住宅と同等と推測 

・高嶋、大野：同じ簡易耐火造で、建設年度が近い日野ヶ丘（簡易耐火造）と同等と 

推測 

 

（２） 耐震診断結果 

 次ページの通り、旭ヶ丘、坂本、津万井、田高の木造団地（ 109棟、 129戸）につい

ては、Is値がやや低く「やや危険」との判定となったが、耐震補強までは必要なく、使

用可となった。木造団地を除く団地については問題がなく、耐震補強も不要との結果で

あった。この結果、本市の全団地が耐震性については問題がなく、耐震補強が不要と判

明したため、今後市営住宅団地の活用手法の判断を進める。 
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■西脇市市営住宅 耐震診断結果一覧表 

 （令和２（2020）年３月１日現在）  

 

※着色されている団地は耐震診断実施済みの団地を示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 団　地　名 構造 階数
建設
年度

棟数
管理
戸数

募集
状況

新
耐震
基準

耐震診断
年度

耐震診断
結果

(木造以外

基準Is値＞
0.6)

考　　察

木造 1 79 94 停止中 H26 0.83程度
やや危険

(185号を診断)

1 6 20 停止中

2 3 24 停止中

2 坂本 木造 1 S34 5 10 停止中 × H26 1.0
やや危険
（2戸1）

用途廃止予定

3 向ヶ丘 RC 3 S37 1 18 募集中 × H26 0.74～ 補強まで不要 用途廃止候補

1 20 86 停止中

2 26 136 停止中

3 1 30 停止中

4 1 23 停止中

6 津万井 木造 1
Ｓ41
Ｓ42

12 12 停止中 ×
坂本、旭ヶ丘の

木造診断と同等

と判断

0.7～1.0未満 やや危険 用途廃止予定

7 田高 木造 1
Ｓ41
Ｓ42

13 13 停止中 ×
坂本、旭ヶ丘の

木造診断と同等

と判断

0.7～1.0未満 やや危険 用途廃止予定

8 上戸田 RC 3 S47 2 30 募集中 × H26 1.11～ 補強まで不要 用途廃止候補

9 高嶋 簡耐 2 S52 2 6 募集中 ×
日野ヶ丘の簡耐

の診断と同等と

判断
0.82～ 補強まで不要 用途廃止候補

10 野村 RC 3 S53 1 18 募集中 × H21 2.72～ 補強まで不要 維持管理

11 大野（大野） 簡耐 2 S54 1 6 募集中 ×
日野ヶ丘の簡耐

の診断と同等と

判断
0.82～ 補強まで不要 用途廃止候補

12 前坂南山 簡耐 2 S55 3 15 募集中 × H26 0.65～ 補強まで不要 用途廃止候補

13 大野（八日） RC 3 S55 2 24 募集中 × H26 1.21～ 補強まで不要 用途廃止候補

14 上野 RC 3 S57 1 18 募集中 ○ 以下維持管理

15 殿ヶ丘 RC 3 S59 1 18 募集中 ○

16 中畑 木造 2 H2 5 10 募集中 ○

17 大野（西林寺） RC 3
H2～
H4

8 48 募集中 ○

下戸田（Ａ棟） 5 Ｈ6 1 40 募集中

下戸田（Ｂ棟） 6 Ｈ9 1 40 募集中

19 黒田北 RC 4 Ｈ11 1 20 募集中 ○

20 黒田（特公賃４戸含む） RC 6 Ｈ14 1 36 募集中 ○

合　　計 197 795

簡耐
S39
～

S48

備　　考

1 旭ヶ丘
S30
～

S38
× 用途廃止予定

簡耐 H26 2.06～ 補強まで不要

× 0.82～ 補強まで不要 用途廃止予定

維持管理

日野ヶ丘4

5

H26

18 RC ○

日野ヶ丘Ａ棟 RC H17 ○

団地概要 耐震診断結果
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２－５ 現地調査からみた市営住宅の現況 

 

 令和２（2020）年２月に現地調査を行い、市営住宅ストックの現況を把握した。 

 調査の結果、本市市営住宅は、構造・工法や築年により建物の老朽化の状況に差がみ

られることが明らかとなった。このため、構造・工法及び築年を考慮して下記のタイプ

に分類し、現況のまとめを行った。 

 耐火造の住宅は、法定耐用年限（70年）を基準に、計画期間終了時点で築後年数が耐

用年限の２分の１（35年）を超えるものを築古、２分の１以内（35年以内）のものを築

浅と分類した。 

 

■工法・築年別まとめ 

   

※１ ○…耐用年限内、△…耐用年限１／２超過、×…耐用年限超過 

※２ 黒田は特公賃（４戸）を除く戸数 

 

 

 

 

西暦 和暦
築後
年数

耐用年限

超過※1

日野ヶ丘Ａ棟 2006 H18 24年 ◯ 3・4 2 53 4,587

黒田※2 2002 H14 28年 ◯ 6 1 32 4,782

黒田北 1999 H11 31年 ◯ 4 1 20 2,917

下戸田（Ａ・Ｂ棟） 1995・1999 H7・H11 35～31年 ◯ 5・6 2 80 6,568

大野（西林寺） 1991～1993 H3～H5 39～37年 △ 3 8 48 5,181

殿ヶ丘 1985 S60 45年 △ 3 1 18 1,798

上野 1983 S58 47年 △ 3 1 18 2,829

大野（八日） 1982 S57 48年 △ 3 2 24 3,260

野村 1979 S54 51年 △ 3 1 18 2,332

上戸田 1973 S48 57年 △ 3 2 30 2,024

向ヶ丘 1963 S38 67年 △ 3 1 18 1,703

前坂南山 1981 S56 49年 × 2 3 15 825

大野（大野） 1980 S55 50年 × 2 1 6 1,151

高嶋 1978 S53 52年 × 2 2 6 808

日野ヶ丘 1965～1972 S40～S47 65～56年 × 2 26 136 -

旭ヶ丘 1956 S31 74年 × 2 3 24 30,830

日野ヶ丘 1965～1974 S40～S49 65～56年 × 1 20 86 43,159

旭ヶ丘 1964 S39 66年 × 1 6 20 -

坂本 1960 S35 70年 × 1 5 10 1,932

津万井 1966・1967 S41・S42 64～63年 × 1 12 12 1,813

田高 1966・1967 S41・S42 64～63年 × 1 13 13 1,589

中畑 1990 H2 40年 × 2 5 10 2,033

旭ヶ丘 1956～1963 S31～S38 74～67年 × 1 79 94 -

棟数
管理
戸数

敷地
面積
（㎡）

計画期間終了時
（R12年３月末）の状況

名称
法定
耐用
年限

階数

竣工年

耐火造
（築浅）

木造

耐火造
（築古）

70年

30年

45年
簡易

耐火造
（2階建て）

簡易
耐火造

（1階建て）
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（１） 耐火造・築浅 

＜下戸田（Ａ・Ｂ棟）、黒田北、黒田、日野ヶ丘（Ａ棟）＞ 

 全てエレベーターが設置されているほか、共用廊下・階段の手摺、１階スロープも設

置されており、高齢者対応が十分にされている。 

住戸内部の浴室、３箇所給湯等の設備はいずれの団地も設置されており、問題はない。 

特に、黒田北、黒田、日野ヶ丘（Ａ棟）は、いずれも住棟全体に良好な状態で、外壁等

早急に対応すべき箇所は見当たらない。 

しかし、下戸田（Ａ・Ｂ棟）は築後20年以上経過しており、次のような課題がみられ

る。 

 

【下戸田（Ａ・Ｂ棟）】／平成７（1995）・11（1999）年築、５・６階建て、片廊下型 

・現時点でＡ棟は築後24年、Ｂ棟は20年経過している。このため、外壁塗装の剥げや屋

上防水の劣化、配管等鉄部の錆がみられる。 

・特にＢ棟外壁では、コンクリートクラックが多く発生している箇所がある。 

 

   

黒田：全景 黒田北：全景 日野ヶ丘（Ａ棟）：全景 

   

下戸田（Ａ棟）：全景 下戸田（Ａ棟）：全景 下戸田（Ａ棟）：階段屋根 

   

下戸田（Ｂ棟）：全景 下戸田（Ｂ棟）：全景 下戸田（Ｂ棟）：外壁 
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（２） 耐火造・築古 

＜向ヶ丘、上戸田、野村、大野（八日）、上野、殿ヶ丘、大野（西林寺）＞ 

 いずれも３階建て階段室型の住棟で、エレベーターは設置されていない。 

 浴室は、すべての住宅に設置されている。上戸田は平成28（2016）、29（2017）年に、 

野村は平成29（2017）年に浴室改修を行っており、性能が向上されている。その他の団地

については設置当初のままとなっており、劣化が進んでいる。浴室改修を行った住宅以外

が３箇所給湯となっておらず、高齢者対応となっていない。 

 外壁及び屋上については、団地毎に順次改修を行っている。上戸田は令和元（2019）年

に外壁及び屋上防水改修、野村は平成28（2016）年に屋上防水改修、大野（西林寺）は平

成28（2016）年から令和元（2019）年にかけて屋上防水・外壁改修工事を行っており良好

な状態である。 

 

【向ヶ丘】／昭和38（1963）年築、３階建て、階段室型 

・建物全体が傷んでおり、コンクリートクラックが軒裏、バルコニー先端に多くみられ、 

一部に剥落がみられる。また、鉄部の錆がひどい。 

・バルコニーは連続バルコニーではないため、２方向避難が取れていない。 

 

【上戸田】／昭和48（1973）年築、３階建て、階段室型 

・２棟のうち、１棟について令和元（2019）年に屋上防水、外壁改修を行い良好な状態

である。引続き残りの１棟についても経年劣化が確認できるため、同様の改修を予定

している。 

 

【野村】／昭和54（1979）年築、３階建て、階段室型 

・軒裏のコーキング部分に水の浸み跡が多数みられ、外壁塗装の剥げがみられる。 

・玄関扉等の鉄部塗装は剥げて変色している。物置屋根のスレートは取替えが望まれる。 

 

【大野（八日）】／昭和57（1982）年築、３階建て、階段室型 

・全体に外壁塗装がやや剥げているが、比較的良好に維持管理されている。 

・バルコニー手摺及びＰＳ扉にやや錆びがみられるが、玄関扉は問題がない。 

・物置屋根にかなり錆びがみられる。 

 

【上野】／昭和58（1983）年築、３階建て、階段室型 

・コーキングがやや劣化しているが、外壁は比較的良好に維持管理されている。 

・バルコニー手摺はアルミ製で全く問題はないが、ＰＳ扉の塗装がやや剥げている。 

・自転車置き場及び物置の屋根は相当錆びがみられる。 

 

【殿ヶ丘】／昭和60（1985）年築、３階建て、階段室型 

・外壁塗装は概ね良好な状態だが、庇部分で一部剥げ、変色がみられる。 

・バルコニー手摺はアルミ製で問題がないが、鉄製の避難ハッチがかなり錆びている。 

・バルコニー端部で一箇所、コンクリートクラック及び剥落がみられる。 
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【大野（西林寺）】／平成３（1991）～５（1993）年築、３階建て、階段室型 

   ・全ての棟において、外壁及び屋上防水改修が施されており、良好な状態である。 

 

   

向ヶ丘：全景 向ヶ丘：階段踊り場 向ヶ丘：バルコニー 

   

上戸田（１号棟）：全景 上戸田（２号棟）：全景 上戸田（２号棟）：外壁 

   

野村：全景 野村：軒下 野村：玄関扉、ＰＳ扉 

   

大野（八日）：全景 大野（八日）：ＰＳ扉 大野（八日）：バルコニー 

   

上野：全景 上野：コーキング 上野：自転車置場と物置 
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殿ヶ丘：全景 殿ヶ丘：庇裏 殿ヶ丘：コンクリートの剥離 

   

   

大野（西林寺）：全景 大野（西林寺）：全景 大野（西林寺）：全景 
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（３） 簡易耐火造 

＜旭ヶ丘（一部）、日野ヶ丘、高嶋、大野（大野）、前坂南山＞ 

 簡易耐火造は、昭和30年代から昭和50年代までに建設されており、計画期間中にすべ

ての団地が耐用年限を超過する。 

 外観上それほど傷んでいるようにみえない住棟も、構造上床下の湿度が高くなり白蟻

が発生するなど、室内及び設備がかなり傷んでいる。築年の古い一部の住宅は、浴室設

備はもとより設置スペースもないものがある。すべての住宅が３箇所給湯となっておら

ず、また高齢者対応となっていない。 

 

【旭ヶ丘（一部）】／昭和39（1964）年築、１階建て／昭和31（1956）年築、２階建て 

・コンクリートクラックがかなりみられ、塗装も剥げており、外壁の傷みが激しい。 

・主要な建具はアルミサッシに替えられているが、２階建て住棟の手摺が鉄製で相当錆

がみられる。 

 

【日野ヶ丘】／昭和40（1965）～49（1974）年築、１階建て 

／昭和40（1965）～47（1972）年築、２階建て 

・外壁塗装は比較的良好な状態だが、コーキングがかなり劣化している。 

・軒裏に水の浸み跡がみられる住棟があり、屋根が劣化しているものとみられる。 

・窓手摺等、鉄部には相当錆びがみられる。 

・空き家となった住戸については、棟ごとに随時解体を行っている。 

 

   

旭ヶ丘：全景（２階建て） 旭ヶ丘：外壁（２階建て） 旭ヶ丘：全景（１階建て） 

   

日野ヶ丘：全景 日野ヶ丘：玄関扉周り 日野ヶ丘：軒裏と窓手摺 
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【高嶋】／昭和53（1978）年築、２階建て 

・外壁塗装の剥げ及び変色（苔）がみられる。 

・建具はアルミサッシで良好な状態である。 

 

【大野（大野）】／昭和55（1980）年築、２階建て 

・外壁、屋根ともに比較的良好な状態である。 

・建具もアルミサッシで問題はみられない。 

 

【前坂南山】／昭和56（1981）年築、２階建て 

・外壁は良好な状態であるが、軒裏に一部塗装の剥げがみられる。 

・建具、窓手摺ともアルミ製で、問題はみられない。 

・増築がなく、非常に良好に維持管理されている。 

 

   

高嶋：全景 高嶋：外壁 高嶋：玄関 

   

大野（大野）：全景 大野（大野）：玄関 前坂南山：全景 

   

前坂南山：全景 前坂南山：軒裏 前坂南山：建具と窓手摺 
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（４） 木造 

＜旭ヶ丘（一部）、坂本、津万井、田高、中畑＞ 

 木造団地は、建てられた年代及び工法により、建物の状態にかなり差がみられる。浴

室設備、設置スペースともない住宅が７割近くある。特に昭和30年代に建設された住宅

は、すべて浴室なし（設置スペースもなし）である。すべての住宅が３箇所給湯となっ

ておらず、また高齢者対応となっていない。 

 

【旭ヶ丘（一部）】／昭和31（1956）～昭和38（1963）年築、１階建て 

・全体的に築年が古い割に比較的良好な保存状態である。これは、在来工法で丁寧に建

設されていること、随時の大工仕事による補修で対応できるため適時にメンテナンス

されてきたことによるものと考えられる。 

・屋根はコンクリート瓦で、劣化が進んでいる。 

・空き家となった住戸については、区画ごとに随時解体を行っている。 

 

【坂本】／昭和35（1960）年築、１階建て 

・旭ヶ丘の木造住宅と同様、木造在来工法で建設されているため、比較的良好な保存状

態である。 

・屋根はコンクリート瓦葺きで、劣化が進んでいる。 

 

   

旭ヶ丘：全景 旭ヶ丘：外壁 旭ヶ丘：空き地 

   

坂本：全景 坂本：全景 坂本：屋根 
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【津万井】／昭和41（1966）、42（1967）年築、１階建て 

・建物全体に傷みがみられる。これはパネル工法による住宅であるためと考えられる。

昭和40年代初めに開発されたパネル工法の住宅は、材料や部材が貧弱で居住性能も悪

く、在来工法と異なり適時補修を行うことが難しい。このため、あまり補修されず、

在来工法の住宅に比べて老朽化が進んでいる。 

・屋根がスレート葺きでかなり劣化が進んでいる。 

 

【田高】／昭和41（1966）、42（1967）年築、１階建て 

・木造パネル工法であるため、外壁、特にコーキングの劣化が激しく、一部住棟は鉄板

で補修されている。 

・建物全体に傷みがみられる。 

 

【中畑】／平成２（1990）年築、２階建て 

・築後29年と比較的新しく、在来木造工法でしっかりと建てられており、非常に良好に

維持管理されている。 

・市東部の市営住宅は中畑団地のみであり、建物の状態にも全く問題がないため、耐用

年限超過後も活用が可能と考えられる。 

 

   

津万井：全景 津万井：外壁 津万井：屋根 

   

田高：全景 田高：玄関 田高：全景 

   

中畑：全景 中畑：外壁 中畑：建具と窓手摺 
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２－６ 市営住宅入居者の属性 

 

（１） 年齢別構成比 

 高齢者（65歳以上）の割合が40.3％と高い。西脇市の全人口の構成比と比較すると、

市営住宅の高齢者の割合が12.9ポイント高く、高齢化が進んでいる状況である。 

 一方、０～19歳については割合が18.2％で西脇市の全人口の構成比（18.6％）よりや

や低くなっている。 

団地別にみると、築年の古い団地では高齢化率が特に高い状況がみられ、特に坂本 

（90％）、向ヶ丘（81.8％）、津万井（72.2％）の３団地では高齢者の割合が７割以上

と非常に高い。 

 

■入居者の年齢別構成比           ■入居者の年齢別構成比（n=1,108） 

    

※全人口割合：総務省「平成27年国勢調査」 

※特公賃（４戸）を除く 

 

■入居者の年齢別構成比：団地別

 

入居者数 割合(％)

0歳～
19歳 202 18.2 18.6

20歳～
29歳 98 8.8 8.4

30歳～
39歳 77 6.9 12.5

40歳～
49歳 114 10.3 12.3

50歳～
59歳 121 10.9 12.7

60歳～
64歳 50 4.5 8.0

65歳
以上 446 40.3 27.4

計 1,108 100.0 100.0

年齢区分
市営住宅※ 西脇市

全体の
割合(％)

(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

旭ヶ丘 13 8.7 13 8.7 7 4.7 14 9.3 20 13.3 7 4.7 76 50.7 150 100.0

坂本 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 10.0 0 0.0 9 90.0 10 100.0

向ヶ丘 0 0.0 0 0.0 1 4.5 0 0.0 0 0.0 3 13.6 18 81.8 22 100.0

日野ヶ丘 5 3.1 12 7.5 6 3.8 14 8.8 20 12.6 12 7.5 90 56.6 159 100.0

日野ヶ丘Ａ棟 7 8.4 3 3.6 6 7.2 5 6.0 4 4.8 8 9.6 50 60.2 83 100.0

津万井 2 11.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 16.7 0 0.0 13 72.2 18 100.0

田高 7 43.8 0 0.0 0 0.0 1 6.3 1 6.3 0 0.0 7 43.8 16 100.0

上戸田 10 17.2 5 8.6 5 8.6 9 15.5 6 10.3 0 0.0 23 39.7 58 100.0

高嶋 2 25.0 0 0.0 0 0.0 1 12.5 0 0.0 0 0.0 5 62.5 8 100.0

野村 12 35.3 2 5.9 5 14.7 2 5.9 1 2.9 0 0.0 12 35.3 34 100.0

大野（大野） 1 8.3 2 16.7 0 0.0 3 25.0 2 16.7 0 0.0 4 33.3 12 100.0

前坂南山 3 13.0 4 17.4 5 21.7 1 4.3 6 26.1 1 4.3 3 13.0 23 100.0

大野（八日） 8 20.5 5 12.8 3 7.7 5 12.8 2 5.1 1 2.6 15 38.5 39 100.0

上野 8 23.5 4 11.8 2 5.9 2 5.9 9 26.5 2 5.9 7 20.6 34 100.0

殿ヶ丘 7 25.0 3 10.7 0 0.0 4 14.3 2 7.1 2 7.1 10 35.7 28 100.0

中畑 8 29.6 0 0.0 4 14.8 3 11.1 3 11.1 3 11.1 6 22.2 27 100.0

大野（西林寺） 32 26.7 21 17.5 13 10.8 17 14.2 9 7.5 2 1.7 26 21.7 120 100.0

下戸田Ａ 11 15.9 6 8.7 2 2.9 10 14.5 8 11.6 2 2.9 30 43.5 69 100.0

下戸田Ｂ 15 20.0 4 5.3 7 9.3 6 8.0 11 14.7 3 4.0 29 38.7 75 100.0

黒田北 13 38.2 4 11.8 4 11.8 3 8.8 5 14.7 1 2.9 4 11.8 34 100.0

黒田 38 42.7 10 11.2 7 7.9 14 15.7 8 9.0 3 3.4 9 10.1 89 100.0

総計 202 18.2 98 8.8 77 6.9 114 10.3 121 10.9 50 4.5 446 40.3 1108 100.0

合計0歳～19歳 20歳～29歳 30歳～39歳 40歳～49歳 50歳～59歳 60歳～64歳 65歳以上

0歳～19歳

18.2%

20歳～29歳

8.8%

30歳～39歳

6.9%

40歳～49歳

10.3%

50歳～59歳

10.9%

60歳～64歳

4.5%

65歳以上

40.3%
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■入居者の年齢別構成比：団地別 

  

 

 

8.7

3.1

8.4

11.1

43.8

17.2

25.0

35.3

8.3

13.0

20.5

23.5

25.0

29.6

26.7

15.9

20.0

38.2

42.7

8.7

7.5

3.6

8.6

5.9

16.7

17.4

12.8

11.8

10.7

17.5

8.7

5.3

11.8

11.2

4.7

4.5

3.8

7.2

8.6

14.7

21.7

7.7

5.9

14.8

10.8

2.9

9.3

11.8

7.9

9.3

8.8

6.0

6.3

15.5

12.5

5.9

25.0

4.3

12.8

5.9

14.3

11.1

14.2

14.5

8.0

8.8

15.7

13.3

10.0

12.6

4.8

16.7

6.3

10.3

2.9

16.7

26.1

5.1

26.5

7.1

11.1

7.5

11.6

14.7

14.7

9.0

4.7

13.6

7.5

9.6

4.3

2.6

5.9

7.1

11.1

1.7

2.9

4.0

3.4

50.7

90.0

81.8

56.6

60.2

72.2

43.8

39.7

62.5

35.3

33.3

13.0

38.5

20.6

35.7

22.2

21.7

43.5

38.7

11.8

10.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

旭ヶ丘(n=150)

坂本(n=10)

向ヶ丘(n=22)

日野ヶ丘(n=159)

日野ヶ丘Ａ棟(n=83)

津万井(n=18)

田高(n=16)

上戸田(n=58)

高嶋(n=8)

野村(n=34)

大野（大野）(n=12)

前坂南山(n=23)

大野（八日）(n=39)

上野(n=34)

殿ヶ丘(n=28)

中畑(n=27)

大野（西林寺）(n=120)

下戸田Ａ(n=69)

下戸田Ｂ(n=75)

黒田北(n=34)

黒田(n=89)

■入居者の年齢別構成比：団地別
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30歳～
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40歳～

49歳

50歳～
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60歳～

64歳

65歳

以上
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（２） 世帯人員別構成比 

 世帯人員別の世帯割合（総計）をみると、２人世帯が37.4％と最も高く、次に１人世

帯が37.2％、３人世帯が14.4％、４人世帯が 7.6％と続いている。西脇市全体の構成比

と比較すると、１人世帯では12.4ポイント、２人世帯では 7.7ポイント高い。 

 団地別に見ると、築年が古い団地では１人・２人世帯といった小規模世帯の割合が高

い傾向がある。 

１人世帯の割合が５割以上と高いのは、向ヶ丘（70.6％）、田高（62.5％）で、２人

世帯の割合が５割以上と高いのは、坂本（66.7％）、津万井（55.6％）、上戸田（58.6

％）、高嶋（50.0％）、大野（八日）（50.0％）である。 

 

■入居世帯の世帯人員別構成比       ■入居世帯の世帯人員別構成比（n=540） 

    

※一般世帯割合：総務省「平成27年国勢調査」 

※特公賃（４戸）を除く 

 

■入居世帯の世帯人員別構成比：団地別 

 

 

入居世帯数 割合(％)

1人 201 37.2 24.8

2人 202 37.4 29.7

3人 78 14.4 18.5

4人 41 7.6 15.0

5人以上 18 3.3 12.0

計 540 100.0 100.0

世帯区分
市営住宅※ 西脇市

全体の
割合(％)

(世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％) (世帯) (％)

旭ヶ丘 35 44.3 30 38.0 6 7.6 4 5.1 4 5.1 79 100.0

坂本 2 33.3 4 66.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 6 100.0

向ヶ丘 12 70.6 5 29.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 17 100.0

日野ヶ丘 43 48.3 33 37.1 8 9.0 3 3.4 2 2.2 89 100.0
日野ヶ丘Ａ棟 22 46.8 18 38.3 3 6.4 4 8.5 0 0.0 47 100.0

津万井 2 22.2 5 55.6 2 22.2 0 0.0 0 0.0 9 100.0

田高 5 62.5 2 25.0 0 0.0 0 0.0 1 12.5 8 100.0

上戸田 5 17.2 17 58.6 6 20.7 1 3.4 0 0.0 29 100.0

高嶋 1 25.0 2 50.0 1 25.0 0 0.0 0 0.0 4 100.0

野村 7 43.8 4 25.0 2 12.5 2 12.5 1 6.3 16 100.0

大野（大野） 0 0.0 1 25.0 2 50.0 1 25.0 0 0.0 4 100.0

前坂南山 4 40.0 3 30.0 2 20.0 1 10.0 0 0.0 10 100.0

大野（八日） 8 36.4 11 50.0 2 9.1 1 4.5 0 0.0 22 100.0

上野 6 37.5 6 37.5 2 12.5 1 6.3 1 6.3 16 100.0

殿ヶ丘 5 35.7 5 35.7 3 21.4 1 7.1 0 0.0 14 100.0

中畑 2 22.2 2 22.2 4 44.4 0 0.0 1 11.1 9 100.0

大野（西林寺） 5 12.2 17 41.5 9 22.0 8 19.5 2 4.9 41 100.0

下戸田Ａ 17 44.7 13 34.2 5 13.2 2 5.3 1 2.6 38 100.0

下戸田Ｂ 12 32.4 12 32.4 9 24.3 2 5.4 2 5.4 37 100.0

黒田北 3 20.0 5 33.3 4 26.7 2 13.3 1 6.7 15 100.0

黒田 5 16.7 7 23.3 8 26.7 8 26.7 2 6.7 30 100.0

総計 201 37.2 202 37.4 78 14.4 41 7.6 18 3.3 540 100.0

3人世帯 4人世帯 5人以上 入居世帯数1人世帯 2人世帯

1人

37.2%

2人

37.4%

3人

14.4%

4人

7.6%

5人以上

3.3%
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■入居世帯の世帯人員別構成比：団地別 
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20.0

9.1

12.5

21.4
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22.0

13.2

24.3

26.7

26.7

5.1

3.4

8.5

3.4

12.5

25.0

10.0

4.5

6.3

7.1

19.5

5.3

5.4

13.3

26.7

5.1

2.2

12.5

6.3

6.3

11.1

4.9

2.6

5.4

6.7

6.7
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旭ヶ丘(n=79)

坂本(n=6)

向ヶ丘(n=17)

日野ヶ丘(n=89)

日野ヶ丘Ａ棟(n=47)

津万井(n=9)

田高(n=8)

上戸田(n=29)

高嶋(n=4)

野村(n=16)

大野（大野）(n=4)

前坂南山(n=10)

大野（八日）(n=22)

上野(n=16)

殿ヶ丘(n=14)

中畑(n=9)

大野（西林寺）(n=41)

下戸田Ａ(n=38)

下戸田Ｂ(n=37)

黒田北(n=15)

黒田(n=30)

■入居世帯の世帯人員別構成比：団地別

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上
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（３） 高齢者を含む世帯の状況 

 高齢者（65歳以上）を含む世帯（総計）は、市営住宅入居世帯の61.9％を占めている。

また高齢単身世帯が28.0％で西脇市全体の構成比を大きく上回っている一方、高齢夫婦 

世帯が13.3％と西脇市全体の構成比を下回っている。 

 

■高齢者（65歳以上）を含む世帯の状況 

    

※一般世帯割合：総務省「平成27年国勢調査」 

※１ 特公賃（４戸）を除く 

※２ 高齢夫婦世帯とは、夫が65歳以上、妻が60歳以上の世帯をいう 

 

■高齢者を含む世帯の状況（n=540） 

   

  

入居世帯数 割合(％)

334 61.9 53.8

高齢単身世帯 151 28.0 11.6

高齢夫婦世帯※2 72 13.3 14.2

高齢その他世帯 111 20.6 28.0

206 38.1 46.2

540 100.0 100.0

高齢者を含む世帯

高齢者を含まない世帯

総世帯数

市営住宅※1 西脇市
全体の

割合(％)

高齢単身世帯

28.0%

高齢夫婦世帯※2

13.3%

高齢その他世帯

20.6%

高齢者を含まない

世帯

38.1%
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３．長寿命化計画に関する基本方針 

３－１ 市営住宅の役割と課題 

 

（１） 市営住宅の役割 

 市営住宅は住宅セーフティネットの中核として、最も住宅に困窮する低額所得者に対

して住宅を供給する役割がある。またその他の住宅確保要配慮者（高齢者・障がい者・

子育て世帯・外国人世帯等）についても、その居住安定に資するよう、県営住宅、その

他の公的賃貸住宅及び民間賃貸住宅を含めた形でセーフティネットの機能充実を図るこ

とが求められている。 

 

（２） 市営住宅の課題 

前章においてみてきた本市及び市営住宅等ストックの状況から、本市の市営住宅につ

いては、次のような課題があるものと考えられる。 

 

① 耐用年限を迎えるストック増加への対応 

 低層木造住宅（ 114棟、 139戸）、簡易耐火造住宅のうち高嶋、大野（大野）、前坂

南山団地を除く住宅（55棟、 266戸）は、耐用年限を超過しており、高嶋、大野（大 

野）、前坂南山団地の住宅（６棟、27戸）は、本計画期間中に耐用年限を超過する。旭

ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津万井、田高の５団地については「西脇市住生活基本計画」に

おいて建替え及び用途廃止の方針が定められており、募集停止中であるが、今回はこれ

らに加えて、高嶋、大野（大野）、前坂南山の３団地についても、活用方針の検討を行

い、人口・世帯の動向や都市の縮小傾向等を踏まえて、適切な活用手法を判定する必要

がある。 

 一方、耐火構造の市営住宅（22棟、 359戸）は、耐用年限が残っており、これらのス

トックについては耐用年限まで活用することを前提に、個別改善・修繕等の実施により

建物の長寿命化を図り、市営住宅に係る費用及び環境負荷の低減に努めなければならな

い。ただし、15～20年後にはこれらの団地のうち数棟が耐用年限を迎えるため、個別改

善との費用・効果を比較の上、必要に応じ建替えについても検討を進める必要がある。 

 

② 経年化が進む住棟における住宅の性能確保の必要性 

 建築年が古い市営住宅では、エレベーターが設置されていないものや室内の仕様が高

齢者対応となっていないなど、住宅性能が現在の水準を満たしていないものが多い。 

今後は、特に経年劣化が進んだ団地について、遮音性・断熱性の向上や浴室・台所な

どの設備更新といった住宅性能を確保し、居住性を高めることが求められている。 
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③ 市営住宅における高齢化の進行への対応 

 市営住宅においては高齢入居者の割合が40.3％と高齢化が進んでおり、エレベーター

の設置、バリアフリー化などの改善や低層階への住み替えなど、高齢者等への対応が必

要となる。 

 

④ 入居機会及びコミュニティバランスの確保の必要性 

 市営住宅への入居に関しては、真に住宅に困窮する世帯の入居機会を確保するよう、

現入居世帯の収入超過者への明渡し等の指導強化を含め、市営住宅管理の公平化・適正

化を図る必要がある。 

また、セーフティネットの役割を果たす一方で、コミュニティバランスの維持が図れ

るよう、若年層が住みやすい環境づくりを進める、子育て世帯等の優先入居枠設置を検

討するなど、若年層の入居促進を図るような施策が求められている。 

 

⑤ 適切な維持管理 

 市営住宅ストックの長寿命化を進めるにあたっては、長期的な視野に立った計画的な

修繕の実施が重要である。そのため、修繕履歴の整理・データベース化を行い、これを

元に適切な計画修繕周期を設定し、中長期的な修繕計画を立てる必要がある。 

また、建物の老朽化や劣化による事故等の防止のみならず、建物の状況に応じた効率

的な修繕工事等の実施のためにも、日常的な保守点検を実施し、建物の状況把握を適宜

行うことが必要である。 
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３－２ 市営住宅の活用の基本理念・方針 

 

【基本理念】 

 

 住宅セーフティネットの理念のもと、良好な住環境を形成することを目的として、計

画的なまちづくりを進める。 

 そのため、市営住宅については立地特性や住宅規模等に応じて、地域福祉やまちづく

り施策などと連携しながら、居住水準の向上を重点に整備を進めるとともに、良好な住

環境の形成を目指す。 

 

【基本方針】 

 

① 効率的・効果的な市営住宅整備の推進 

 耐用年限が残っている住宅は、長寿命化に努め、耐用年限まで活用する。 

 建替えに際しては、効率的・効果的な整備推進のため、敷地の状況や地域バランス等

を考慮し、集約建替を実施する。 

 

② 居住の安定確保に向けたセーフティネットの構築 

 セーフティネットの中核として、真に困窮する世帯の入居機会を確保するため、収入

超過者への明渡し等の指導強化に努めるなど、市営住宅管理の公平化・適正化を図る。 

 

③ 多様なニーズへの対応 

 本市市営住宅においては入居者の高齢化が進んでいるため、建替えの際には高齢者対

応仕様住宅の整備を進め、場合によっては型別供給の実施についても検討する。 

 一方、若年層の取り込みを図るため、若年層が住みやすい住戸整備や環境づくりに配

慮する。 
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３－３ 市営住宅の長寿命化計画の基本方針・目標 

 

（１） 住宅ストックの状態把握・修繕の実施・データ管理に関する方針と目標 

 

【方針】 

 

 西脇市が管理する公営住宅等について適切な維持管理を実施するためには、公営住宅

等の状況を的確に把握し管理することが重要と考えられる。 

 これらをもとに長寿命化のための中長期的な維持管理計画を策定し、予防保全的な観

点から定期点検や修繕・改善等の維持管理を推進する。 

そのため、以下の対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ストックの状態把握 

・定期点検に加えて、日常の管理で住

棟の主要箇所等について日常点検を

実施する。 

⇒ 不具合の発生が予測される箇所の

早期発見 

⇒ 建物の老朽化や劣化による事故の

未然防止 

修繕の実施 

・修繕履歴と標準的な修繕周期に基づ

いて、中長期の修繕計画を作成し、

計画的かつ予防保全的な維持管理を

実施する。 

・定期点検、日常点検の結果に基づ

き、修繕計画を随時見直し、効率的

な修繕や改善を実施する。 

データ管理 

・管理する住宅の整備・管理・修繕履歴データを住棟単位で整理し、随時、履歴を確認

できる仕組み（データベース）を整備する。 

・定期点検や日常点検を通して把握した公営住宅等ストックの状況をデータベースに記

録する。 

 

目標：修繕履歴等のデータ整備及び日常的な点検に基づき、 

計画的かつ予防保全的な維持管理を実施する。 
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（２） 改善事業の実施による長寿命化及びＬＣＣ縮減に関する方針と目標 

 

【方針】 

 

 市営住宅ストックを有効に活用していくためには、修繕・管理費の適正化による効率

的なストック活用の推進が必要である。 

 また、今後さらに進む少子高齢化等に対応するため、バリアフリー化された住環境の

確保や、近年増加する災害に対する安全性を確保することが重要と考えられる。 

そのため、以下の対策を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 耐久性の向上等を図る改善とは、耐久性に優れた材料や工法を用いることにより躯

体の劣化の進行を抑制するような躯体等の修繕工事である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標：予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等により修繕周期の 

延長を図り、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減を図る。 

安全性・快適性の向上 

・効率的かつ効果的に修繕等を行い、

安全性・快適性を向上させる 

耐久性の向上と長寿命化 

・予防保全的な維持管理及び耐久性の

向上等を図る改善※を実施すること

で、市営住宅の長寿命化を図る 

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減 

・定期点検の実施による建物の状態把握を元に、工事の実施時期や内容等について修繕

計画の見直しを行うなどして、修繕や改善の効率的な実施に努め、ライフサイクルコ

スト（ＬＣＣ）の縮減につなげる 
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世帯数 世帯主数 人口 
世帯主率 

（人口に占める世帯主数の割合） 
＝ ＝ × 

４．公営住宅等の需要の見通しに基づく将来推計 

 国土交通省が提供するストック推計プログラム（将来の「著しい困窮年収未満の世帯

数」の推計）を活用し、令和22（2040）年までの５年ごとの著しい困窮年収未満の世帯

数を推計し、その結果を基に将来必要となる公営住宅等のストック量を求めた。 

 

４－１ 著しい困窮年収未満の世帯数の推計 

（１） 推計の手順 

 著しい困窮年収未満の世帯数の推計は、次に示すStep０～３の手順に従って行った。 

 

 

 

 

 

Step０ 西脇市の世帯数の推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別） 

 

世帯数推計には、世帯主率法を用いる。世帯主率法とは、世帯数は世帯主数に等

しいことを利用し、人口に世帯主率（人口に占める世帯主数の割合）を乗じること

によって世帯主数、すなわち世帯数を求める手法である。 

 

 

 

将来の人口は、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が推

計・公表している「日本の地域別将来推計人口」（平成30（2018）年３月推計）に 

おいて、市町村単位で、令和22（2040）年まで５年ごとの、男女・年齢（５歳階級） 

別人口が示されており、このデータを活用する。 

将来の世帯主率については、社人研の「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推

計）」（平成26（2014）年４月推計）において、都道府県単位では令和17（2035）

年までの世帯主の男女・年齢（５歳階級）別・家族類型別の将来世帯主率が公表さ

れているが、市町村単位では将来世帯主率の値が公表されていない。そこで、市町

村単位での将来世帯主率の設定にあたっては、対象とする市町村と当該市町村を含

む都道府県の平均的な世帯主率との相対的な関係に着目し、将来の都道府県世帯主

率をもとに対象市町村の世帯主率を推定して用いることとする。 

 

 

 

 

Step０ 

西脇市の 

世帯数の推計 

Step１ 

借家世帯の世帯人員・ 

収入分位別世帯数の推計 

Step２ 

「公営住宅の施策 

対象世帯数」の推計 

Step３ 

「著しい困窮年収未満 

の世帯数」の推計 
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[使用データ] 

※１ 総務省「国勢調査」（平成７（1995）、12（2000）、17（2005）、22（2010）年） 

・対象市町村及び都道府県の年齢５歳階級別の人口・世帯数 

※２ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」 

・世帯主の男女・年齢５歳階級別・家族類型別世帯数（平成26（2014）年４月推計） 

・世帯主の男女・年齢５歳階級別・家族類型別世帯主率 

※３ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30（2018）年 

３月推計） 

・男女・年齢５歳階級別の推計結果 

 

■年齢別世帯数 

   

 

 

    

 

 

 

 

 

 

総数 14,974 14,771 14,436 13,913 13,265 12,551 11,925
  20歳未満 14 4 0 0 0 0 0
  20～24歳 233 251 284 249 227 210 184
  25～29歳 547 490 492 550 481 442 404
  30～34歳 839 734 650 653 745 655 599
  35～39歳 1,078 900 775 671 667 751 653
  40～44歳 1,036 1,157 935 781 659 642 721
  45～49歳 1,142 1,163 1,282 1,031 861 727 726
  50～54歳 1,150 1,189 1,222 1,327 1,058 869 755
  55～59歳 1,397 1,205 1,266 1,329 1,478 1,215 1,042
  60～64歳 1,898 1,461 1,265 1,325 1,391 1,552 1,254
  65～69歳 1,565 1,685 1,303 1,100 1,126 1,161 1,269
  70～74歳 1,519 1,589 1,717 1,358 1,167 1,214 1,246
  75～79歳 1,290 1,361 1,421 1,537 1,219 1,048 1,082
  80～84歳 818 949 1,013 1,069 1,156 925 827
  85歳以上 450 634 811 934 1,032 1,142 1,164

世帯主
の年齢

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

年次 世帯数

2010年 14,974

2015年 14,771

2020年 14,436

2025年 13,913

2030年 13,265

2035年 12,551

2040年 11,925

14,974 14,771 14,436 13,913 13,265 
12,551 11,925 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

（世帯）
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Step１ 借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数の推計 

１）住宅所有関係・世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計 

２）借家世帯の世帯人員・収入分位五分位階級別世帯数の推計 

 

将来のある時点（目標年次）の借家世帯の世帯人員・収入別世帯数を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[使用データ] 

・ 総務省統計局「住宅・土地統計調査」 

（平成15（2003）、20（2008）、25（2013）年） 

・ 総務省統計局「家計調査年報」（平成14（2002）年から平成26（2014）年） 

 

Step２ 公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計 

１）基準年収以下の世帯の割合の推計 

  ・本来階層：収入分位25％以下の世帯 

  ・裁量階層：収入分位40％（50％）以下の世帯 

２）本来階層の世帯数の推計 

３）裁量階層の世帯数の推計 

 

公営住宅の施策対象世帯数を推計する。 
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Step３ 公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

１）最低居住面積水準の民間賃貸住宅の家賃水準の推計 

２）適正な家賃負担率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅の 

入居に必要な年収の推計 

３）必要年収未満の世帯数の推計【借家の世帯人員・収入分位別】 

 

公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」を推計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[使用データ] 

・ 総務省統計局「住宅・土地統計調査」 

（平成10（1998）、15（2003）、20（2008）年） 

 

 

（２） 推計結果 

 

① 著しい困窮年収未満の世帯の総数 

 

 
H27 

2015 

R2 

2020 

R7 

2025 

R12 

2030 

R17 

2035 

R22 

2040 

著しい困窮年収未満の世帯数 725 696 655 617 595 570 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

著しい困窮年収未満の世帯数 725 696 655 617 595 570

725
696 655

617 595
570

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2015

年度央

2020

年度央

2025

年度央

2030

年度央

2035

年度央

2040

年度央

25年間で
21.4％減少
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② 世帯人員別の著しい困窮年収未満の世帯 

 

■世帯数 

 
H27 

2015 

R2 

2020 

R7 

2025 

R12 

2030 

R17 

2035 

R22 

2040 

１人（60歳以上高齢者） 247 242 235 229 228 221 

２人 255 249 240 229 216 206 

３人 157 144 131 122 116 110 

４人 45 42 34 26 24 22 

５人 20 17 13 9 9 10 

６人以上 3 2 2 2 2 2 

合計 725 696 655 617 595 570 

 

■構成割合 

 
H27 

2015 

R2 

2020 

R7 

2025 

R12 

2030 

R17 

2035 

R22 

2040 

１人（60歳以上高齢者） 34.0% 34.8% 35.9% 37.1% 38.3% 38.7% 

２人 35.1% 35.8% 36.6% 37.1% 36.3% 36.1% 

３人 21.6% 20.7% 20.0% 19.8% 19.5% 19.3% 

４人 6.2% 6.0% 5.2% 4.2% 4.0% 3.9% 

５人 2.8% 2.4% 2.0% 1.5% 1.5% 1.8% 

６人以上 0.4% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.4% 

 

   

 

 

 

■世帯数

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

1人（60歳以上高齢者） 247 242 235 229 228 221

2人 255 249 240 229 216 206

3人 157 144 131 122 116 110

4人 45 42 34 26 24 22

5人 20 17 13 9 9 10

6人以上 3 2 2 2 2 2

合計 725 696 655 617 595 570

■構成割合

2015
年度央

2020
年度央

2025
年度央

2030
年度央

2035
年度央

2040
年度央

1人（60歳以上高齢者） 34.0% 34.8% 35.9% 37.2% 38.3% 38.8%

2人 35.1% 35.8% 36.6% 37.1% 36.3% 36.1%

3人 21.6% 20.7% 20.0% 19.8% 19.4% 19.3%

4人 6.2% 6.0% 5.3% 4.2% 4.1% 3.8%

5人 2.7% 2.5% 2.0% 1.5% 1.5% 1.8%

6人以上 0.4% 0.2% 0.2% 0.3% 0.3% 0.3%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2015

年度央

2020

年度央

2025

年度央

2030

年度央

2035
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2040

年度央

1人（60歳以上高齢者） 2人 3人 4人 5人 6人以上
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４－２ 市営住宅の必要戸数の検討 

 

（１） 著しい困窮年収未満の世帯数の推計 

 平成27（2015）年度には、約 725世帯であった著しい困窮年収未満の世帯数は、令和

22（2040）年度まで減少し続け、約 570世帯まで減少する見通しとなっている。 

 

（２） 市営住宅の供給計画 

 公営住宅の管理戸数は、現在 1,134戸（特公賃（４戸）含む。）である。その内、  

339戸ある県営住宅の管理戸数は、将来的に 122戸減少し、 217戸となる見通しである。 

 将来的に 570世帯に公営住宅を供給する必要があることから、市営住宅においては、

353戸以上維持することを目標とする。 

 

■公営住宅の供給計画 

 
現況戸数 

（戸） 
 

将来計画戸数 

（戸） 

市営 795    353以上  

県営 339    217    

合計 1,134    570以上  
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５．長寿命化を図るべき市営住宅 

５－１ 団地住棟別手法判定フロート判定一覧表 

 市営住宅の事業手法の選定は、国の「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）（国

土交通省平成28（2016）年８月）」に示された「事業手法の選定フロー」に沿って行っ

た。 

 

事業手法の選定フロー 
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① 公営住宅等の需要の見通しに基づく将来のストック量の推計【中長期】 

 

② 【１次判定】 

 団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮設定 

 

２－① 団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針       

・社会的特性に係る現在の評価に基づき、団地の将来的な管理方針を判定する。 

・現在の団地のⅰ）需要、ⅱ）効率性、ⅲ）立地を評価し、原則として、全ての評価

項目が活用に適する場合は将来にわたり「◎：継続管理する団地」と仮設定し、い

ずれかの評価項目が活用に適さない場合は「●：継続管理について判断を留保する

団地」とする。 

・活用に適する評価要素と活用に適さない評価要素が混在することが考えられるが、

総合的に勘案して当該団地の将来的な管理方針を判定する。 

＜例１＞老朽化対応のため入居者募集を停止している（政策空家として確保してい

る）ために空き家率が高い団地であっても、近隣の団地の応募倍率が高く地域とし

ての需要があると判断できる場合は「継続管理する団地」として判定する。 

＜例２＞利便性の悪い団地であっても、地域バランス上必要な団地である場合は、

「継続管理する団地」として判定する。 

＜例３＞利便性の良い団地であっても、災害危険区域内に存する団地である場合は、 

当該団地を将来的に用途廃止する可能性があることから、「継続管理について判断

を留保する団地」として判定する。 

・「継続管理について判断を留保する団地」は、２次判定において、将来のストック 

量推計を踏まえ、継続管理するか否かを検討する（事業手法の選定フロー③－２）。 

 

２－② 住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性           

・住棟の現在の物理的特性を評価し、住棟の改善の必要性や可能性を判定する。 

・住棟の改善の必要性・可能性として、「改善不要」、「改善が必要」、「優先的な

対応が必要（改善可能）」、「優先的な対応が必要（改善不可能）」４区分に分類

する。 

・まず、躯体の安全性及び避難の安全性に関する評価を行い、優先的な対応の必要性

について判定する。躯体の安全性と避難の安全性が確保されていない場合、入居者

の生命の安全等に直ちに係ることから、「優先的な対応が必要」と判定する。 

・次に、「優先的な対応が必要」と判定した住棟について、改善が可能か不可能かを

判定する。「優先的な対応が必要（改善不可能）」と判定する住棟には、改善を実

施することにより安全性に係る問題を解消することが可能ではあるが、居住性を著

しく低下させるなど改善を実施することが適切ではないと判断する場合も含める。 

・一方、安全性に問題がない場合は、居住性に係る評価を行い、改善の必要性の有無

を判定する。 
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２－③ １次判定結果（団地・住棟の事業手法の仮設定）             

・２－①及び２－②の検討結果を総合的に勘案し、事業手法を仮設定する。 

・事業手法が定まらない次の２グループの団地・住棟については、２次判定を行う。 

 Ａグループ：継続管理する団地のうち優先的な対応が必要（改善可能）な団地及び 

継続管理する団地のうち改善が必要な団地 

 Ｂグループ：継続管理について判断を留保する団地 

 

■２－①及び２－②の検討結果に応じた事業手法の仮設定 

 

改善不要 改善が必要 

優先的な 

対応が必要 

（改善可能） 

優先的な 

対応が必要 

（改善不可能） 

維持管理する 

団地 
維持管理 

（Ａ－１） 

改善 

又は 

建替え 

（Ａ－２） 

優先的な改善 

又は 

優先的な建替え 

優先的な建替え 

維持管理について 

判断を留保する 

団地 

（Ｂ－１） 

維持管理 

又は 

用途廃止 

 

 

（Ｂ－２） 

改善、建替え 

又は 

用途廃止 

 

 

（Ｂ－３） 

優先的な改善 

優先的な建替え 

又は 

優先的な 

用途廃止 

（Ｂ－４） 

優先的な建替え 

又は 

優先的な 

用途廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａグループ 

継続管理する団地のうち、 

改善か建替えかの判断を留保する団地・住棟 

Ｂグループ 
継続管理について判断を留保する団地 
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③ 【２次判定】 

 １次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事業手法の仮設

定 

 

３－① ＬＣＣの比較や当面の建替事業量の試算を踏まえた事業手法の仮設定    

・１次判定において、Ａグループ（継続管理する団地のうち、改善か建替かの判断を

留保する団地・住棟）と判定した団地・住棟について、改善事業を実施する場合と

建替事業を実施する場合のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較や、計画期間内で

の建替事業量試算により、事業手法（改善又は建替）を仮設定する。 

 

 

３－② 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定              

・Ｂグループの団地を対象として、ストック推計を踏まえて将来的な活用の優先順位

を検討し、将来にわたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地と

の集約等により用途廃止することを想定する「当面管理する団地（建替を前提とし

ない）」とするのかの判定を行う。さらに、事業手法を仮設定する。 

・一方で、ストック推計や、将来における公的賃貸住宅・民間賃貸住宅等との役割分

担を検討した上で、公営住宅の新規整備についても検討を行う。 

 

 

３－③ ２次判定結果（団地・住棟の事業手法の仮設定）             

・３－①及び３－②の検討結果を総合的に勘案し、Ａグループ、Ｂグループの団地・

住棟の事業手法及び新規整備を仮設定する。 

 

■３－①及び３－②の検討結果に応じた事業手法の仮設定 

新
規
整
備 

  

改善不要 改善が必要 

優先的な 

対応が必要 

（改善可能） 

優先的な 

対応が必要 

（改善不可能） 

維持管理 

する団地 
維持管理 改善 建替え 

優先的な

改善 

優先的な

建替え 

優先的な 

建替え 

当面管理 

する団地 

（建替を前提 

 としない） 

当面 

維持 

管理 

用途 

廃止 

改善し

当面 

維持 

管理 

用途 

廃止 

優先的に 

改善し 

当面 

維持管理 

優先的な 

用途廃止 

優先的な 

用途廃止 
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【参考 LCCの比較検討（例）】 

 

■ 建替事業と改善事業のLCCの比較イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 建替事業と改善事業のLCC比較結果（向ヶ丘住宅の検討例） 

下記の事例で比較した結果、500 万円/戸の全面的改善事業を実施する場合に、建替事業の LCC が

全面的改善事業のLCCを超えることとなった。 

つまり、500 万円/戸の全面的改善事業を実施しなければ当該住棟を供用し続けることが困難な場

合において、全面的改善事業を選択することが合理的であることを示している。 

 

種別 建替 全面的改善 

経過年数 0年 56年 

建設年度 R1(2019)年度 S38(1963)年度 

戸数 18戸 18戸 

全面的改善の実施時期 － 経過年数：57年 

全面的改善後の共用年数 － 13年 

全面的改善の費用 － 5,000,000 円／戸 

LCC 264,775 円／戸・年 223,742 円／戸・年 
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【参考 LCCの比較検討（例）】 

全面的改善事業を実施した場合と建替事業を実施した場合の計画後のLCCを、国土交通省が提供す

るLCC算定プログラムにより算出。 

 

■ 建替事業を実施した場合のLCC（向ヶ丘住宅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 全面的改善事業を実施した場合のLCC（向ヶ丘住宅） 

 

 

  

項目 費用等

① 評価期間 70 年

②-1 修繕費（現時点まで） 5,719,917 円

②-2
修繕費（現時点から評価期間末まで）
（現在価値化）

700,828 円

②-3
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

823,287 円

③ 累積修繕費　（②-1＋②-2－②-3） 5,597,458 円

⑤-1 長寿命化型改善費 5,000,000 円

⑤ 長寿命化型改善費（現在価値化） 4,807,692 円

⑥ 建設費（推定再建築費） 4,679,280 円

⑦-1 除却費 1,000,000 円

⑦-2 除却費の現在価値化係数 0.577

⑦ 除却費（現在価値化） 577,475 円

⑧ 計画後ＬＣＣ　（（③＋⑤＋⑥＋⑦）÷①） 223,742 円／戸・年

⑤-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点の経過年数に
応じて現在価値化し、累積した費用

備考

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業（ＬＣＣ算定対

象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から①評価期間末までの各年の修繕費を
現在価値化し累積した費用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画修繕相当分

②-1と②-2の合計から、②-3を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則第23条の率
を乗じた額

想定される除却費

⑥評価期間末における現在価値化係数

⑥評価期間末における除却費

－

項目 費用等

① 評価期間 70 年

②-1 修繕費（現時点まで） 0 円

②-2
修繕費（現時点から評価期間末まで）
（現在価値化）

3,441,978 円

②-3
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

396,357 円

③ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋②-2－②-3） 3,045,621 円

⑤-1 長寿命化型改善費 2,030,000 円

⑤ 長寿命化型改善費（現在価値化） 514,433 円

⑥ 建設費（推定再建築費） 14,910,000 円

⑦-1 除却費 1,000,000 円

⑦-2 除却費の現在価値化係数 0.064

⑦ 除却費（現在価値化） 64,219 円

⑧ 計画後ＬＣＣ　（（③＋⑤＋⑥＋⑦）÷①） 264,775 円／戸・年

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規則第23条の率
を乗じた額

想定される除却費

⑥評価期間末における現在価値化係数

⑥評価期間末における除却費

－

⑤-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点の経過年数に
応じて現在価値化し、累積した費用

備考

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業（ＬＣＣ算定対

象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から①評価期間末までの各年の修繕費を
現在価値化し累積した費用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画修繕相当分

②-1と②-2の合計から、②-3を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費
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④ 【３次判定】 

 計画期間における事業手法の決定 

 

４－① 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定      

・１次・２次判定結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる

事業手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に

応じて建替えや改善等の事業手法を再判定する。 

・併せて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の観点から総合的な検討を行う。 

 

 

４－② 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討                

・中長期的な期間（30年程度）のうちに想定される新規整備事業、改善事業、建替事

業等に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。 

・事業量及び事業費が時期的に偏在する等、試算結果に問題がある場合は、将来にわ

たる事業実施が可能となるよう事業実施時期を調整して、改めて試算し問題がない

か確認を行う。 

・これらの検討により、新規整備事業、改善事業、建替事業等の実施時期を決定する

とともに、年度別事業費を試算する。 

 

 

４－③ 長期的な管理の見通しの作成【30年程度】                

・４－② で決定した事業実施時期を基に、全団地・住棟の供用期間、事業実施時期の

見通しを示した概ね30年程度の長期的な管理の見通しを作成する。 

 

 

４－④ 計画期間における事業手法の決定                    

・長期的な管理の見通しに基づき、計画期間内に実施を予定する事業（新規整備、改

善、建替え、用途廃止）を決定する。 

・改善を実施する住棟は、住棟の物理的特性等を踏まえ、個別改善か全面的改善かを

決定する。 
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５－２ 団地住棟別事業手法の判定結果 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団地の管理方針

1 木造 1

2 簡易耐火 1

3 簡易耐火 2

2 坂本 - 木造 1 ● 40% ● ● ● ●

3 向ヶ丘 - 中層耐火 3 ○ 6% ○ ○ 〇 ◎

1 簡易耐火 1

2 簡易耐火 2

A-1 中層耐火 3

A-2 中層耐火 4

6 津万井 - 木造 1 ● 25% ● ● ● ●

7 田高 - 木造 1 ● 38% ● ● ● ●

1号棟 中層耐火 3

2号棟 中層耐火 3

9 高嶋 - 簡易耐火 2 ● 33% ● ● ● ●

10 野村 A 中層耐火 3 △ 11% △ 〇 〇 ◎

11 大野（大野） - 簡易耐火 2 ● 33% ● ● ● ●

12 前坂南山 - 簡易耐火 2 ● 33% ● ● ● ●

1号棟 中層耐火 3

2号棟 中層耐火 3

14 上野 - 中層耐火 3 △ 11% 〇 △ ● ●

15 殿ヶ丘 - 中層耐火 3 ● 22% ● ● ● ●

16 中畑 - 木造 2 ○ 10% ● ● ● ●

A棟 中層耐火 3

B棟 中層耐火 3

C棟 中層耐火 3

D棟 中層耐火 3

E棟 中層耐火 3

F棟 中層耐火 3

G棟 中層耐火 3

H棟 中層耐火 3

A棟 中層耐火 5

B棟 高層耐火 6

19 黒田北 - 中層耐火 4 ● 25% ● ● ● ●

黒田（特公賃除く） - 高層耐火 6 ○ 6% ● ● ● ●

黒田（特公賃） - 高層耐火 6 ● 25% ● ● ● ●

●

◎

◎

●

●

●

●

18

20

11%

3%

8%

15%

○

△

○

△

5

43%

60%

1 旭ヶ丘 ●

●4

構造

種別
階数 ①需要 ②高度利用の

必要性､可能

性

③立地

１次判定

1.団地敷地の社会的特性を踏まえた管理方針

空家率 1)利便性 ２)災害危険

区域等

◎維持管理

●判断留保

住棟

番号
団地名

●

〇

〇

●日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

8

17

13

○ 6%

上戸田

大野

（八日）

大野

（西林寺）

下戸田

○

〇△

○

△

〇

○ ●

△ 〇

〇 △

●△〇

〇 ●
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【１次判定の結果】 

維持管理 ：団地の管理方針「Aグループ」かつ改善の必要が無い住棟 

A-1 ：団地の管理方針「Aグループ」かつ「躯体・避難の安全性に係る改善が不要」で「居住性の改善が必要」な住棟 

A-2 ：団地の管理方針「Aグループ」かつ「躯体・避難の安全性に係る改善が必要で可能」な住棟 

B-1 ：団地の管理方針「Bグループ」かつ「躯体・避難の安全性に係る改善が不要」で「居住性の改善が不要」な住棟 

B-2 ：団地の管理方針「Bグループ」かつ「躯体・避難の安全性に係る改善が不要」で「居住性の改善が必要」な住棟 

B-3 ：団地の管理方針「Bグループ」かつ「躯体・避難の安全性に係る改善が必要で可能」な住棟 

B-4 ：団地の管理方針「Bグループ」かつ「躯体・避難の安全性に係る改善が必要」で「改善が不可能」な住棟 

1 木造 1 ● - ● ● - ● ○ B-4

2 簡易耐火 1 △ - ● ● - ● ○ B-3

3 簡易耐火 2 △ - ● ● - ● ○ B-3

2 坂本 - 木造 1 ● - ● - - ● ○ B-4

3 向ヶ丘 A 中層耐火 3 △ 〇 ○ ● - ● ○ A-1

1 簡易耐火 1 △ - ● ● - ● ○ B-3

2 簡易耐火 2 △ - ● ● - ● ○ B-3

A棟-1 中層耐火 3 ○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 維持管理

A棟-2 中層耐火 4 ○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 維持管理

6 津万井 - 木造 1 ● - ● - - ● ○ B-4

7 田高 - 木造 1 ● - ● - - ● ○ B-4

1号棟 中層耐火 3 △ ○ ○ ○ - ● ○ A-1

2号棟 中層耐火 3 △ ○ ○ ○ - ● ○ A-1

9 高嶋 - 簡易耐火 2 △ - ● - - ● ○ B-3

10 野村 A 中層耐火 3 △ ○ ○ ○ 〇 ● ● A-1

11 大野（大野） - 簡易耐火 2 △ - ● - - ● ○ B-3

12 前坂南山 - 簡易耐火 2 △ ○ ● ● - ● ● B-3

1号棟 中層耐火 3 △ ○ ○ ● 〇 ● ● B-2

2号棟 中層耐火 3 △ ○ ○ ● 〇 ● ● B-2

14 上野 - 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● 〇 ● ● B-2

15 殿ヶ丘 - 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● 〇 ● ● B-2

16 中畑 - 木造 2 ○ - ● ● - ○ ○ B-3

A棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

B棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

C棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

D棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

E棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

F棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

G棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

H棟 中層耐火 3 ○ ○ ○ ● - 〇 ○ B-2

A棟 中層耐火 5 ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ B-2

B棟 高層耐火 6 ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ B-2

19 黒田北 - 中層耐火 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ B-1

黒田（特公賃除く） - 高層耐火 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ B-1

黒田（特公賃） - 高層耐火 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ B-1

5

20

1次判定

結果

住棟

番号
3)浴室の

有無

構造

種別
階数

１次判定

2.住棟の物理的特性による改善の必要性

④躯体・避難の安全性 ⑤居住性

1)耐震性 2)避難の

安全性

3)耐用

年限

1)3箇

所給湯

2)バリアフリー性

EV有無

(4階～)
住戸内

18 下戸田

団地名

日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

8 上戸田

13
大野

（八日）

1 旭ヶ丘

17
大野

（西林寺）

4



48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２次判定結果

Ｂグループ

（B-2、B-3、B-4）

1 木造 1 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

2 簡易耐火 1 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

3 簡易耐火 2 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

2 坂本 - 木造 1 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

3 向ヶ丘 A 中層耐火 3 223,742 264,775 改善 改善

1 簡易耐火 1 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

2 簡易耐火 2 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

A棟-1 中層耐火 3 維持管理

A棟-2 中層耐火 4 維持管理

6 津万井 - 木造 1 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

7 田高 - 木造 1 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

1号棟 中層耐火 3 207,528 264,775 改善 改善

2号棟 中層耐火 3 207,528 264,775 改善 改善

9 高嶋 - 簡易耐火 2 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

10 野村 A 中層耐火 3 238,052 265,368 建替 建替

11 大野（大野） - 簡易耐火 2 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

12 前坂南山 - 簡易耐火 2 用途廃止 用途廃止

1号棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

2号棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

14 上野 - 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

15 殿ヶ丘 - 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

16 中畑 - 木造 2 優先的に改善し当面管理 優先的に改善し当面管理

A棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

B棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

C棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

D棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

E棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

F棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

G棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

H棟 中層耐火 3 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

A棟 中層耐火 5 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

B棟 高層耐火 6 改善し当面維持管理 改善し当面維持管理

19 黒田北 - 中層耐火 4 当面維持管理 当面維持管理

黒田（特公賃除く） - 高層耐火 6 当面維持管理 当面維持管理

黒田（特公賃） - 高層耐火 6 当面維持管理 当面維持管理
20

18 下戸田

２次判定

１次判定で

改善判定及び

判断を留保した

団地･住棟の

事業手法の仮設定

　将来の

　ストック量推計による

　管理方針の判定

Ａグループ

（A-1、A-2）

LCC試算(円／戸・年) LCC試算

に基づく

事業手法の

仮設定
改善 建替

団地名
住棟

番号

構造

種別
階数

1

13
大野

（八日）

17
大野

（西林寺）

旭ヶ丘

日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

8 上戸田

4

5
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３次判定結果

1 木造 1 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

2 簡易耐火 1 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

3 簡易耐火 2 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

2 坂本 - 木造 1 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

3 向ヶ丘 A 中層耐火 3 ・ 事業量の平準化を図るため、本計画期間内は修繕対応とする 修繕対応

1 簡易耐火 1 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

2 簡易耐火 2 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

A棟-1 中層耐火 3 ・ 事業量の平準化を図るため、本計画期間内に個別改善を実施する 個別改善

A棟-2 中層耐火 4 ・ 事業量の平準化を図るため、本計画期間内に個別改善を実施する 個別改善

6 津万井 - 木造 1 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

7 田高 - 木造 1 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

1号棟 中層耐火 3 ・ 本年度改善事業を実施したため、修繕対応とする 修繕対応

2号棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

9 高嶋 - 簡易耐火 2 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

10 野村 A 中層耐火 3
・ 将来建替えを行う住棟であはあるが、耐用年限を迎えるまで

現在の住棟を活用するため、本計画期間内に個別改善を実施する
個別改善

11 大野（大野） - 簡易耐火 2 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

12 前坂南山 - 簡易耐火 2 ・ ２次判定の結果通り用途廃止とする 用途廃止

1号棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

2号棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

14 上野 - 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

15 殿ヶ丘 - 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

16 中畑 - 木造 2
・ 耐用年限は超過しているものの、著しい住棟の老朽化が

見られないため、本計画期間内は、修繕対応とする
修繕対応

A棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

B棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

C棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

D棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

E棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

F棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

G棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

H棟 中層耐火 3 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

A棟 中層耐火 5 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

B棟 高層耐火 6 ・ ２次判定の結果通り個別改善とする 個別改善

19 黒田北 - 中層耐火 4
・ 住棟の長寿命化を図ることから、

本計画期間内に個別改善を実施する
個別改善

黒田（特公賃除く） - 高層耐火 6
・ 住棟の長寿命化を図ることから、

本計画期間内に個別改善を実施する
個別改善

黒田（特公賃） - 高層耐火 6
・ 住棟の長寿命化を図ることから、

本計画期間内に個別改善を実施する
個別改善

20

　・集約や再編の可能性

　・事業実施時期の調整検討

　・長期的な管理の見通し

計画期間

における

事業手法

の決定

住棟

番号

構造

種別
階数

1 旭ヶ丘

３次判定：計画期間における事業手法の決定

大野

（西林寺）

18 下戸田

団地名

日野ヶ丘

日野ヶ丘Ａ棟

8 上戸田

13
大野

（八日）

17

4

5
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５－３ 長寿命化を図るべき公営住宅の戸数 

 

【対象】 

 

 本計画に位置づける対象住宅は、西脇市が管理する市営住宅やそれらに付帯する全て

の施設とする。また、当該住宅入居者の共同の福祉のために必要な集会所等の共同施設

も対象とする。 

 

■市営住宅のストック活用手法別戸数 

対  象 
一般 

住宅 

特公賃 

住宅 
全 体 備  考 

市営住宅管理戸数 791戸 4戸 795戸 － 

 

維持管理 373戸 4戸 373戸 － 

 

うち修繕対応 28戸 0戸 28戸 中畑、向ヶ丘 

うち個別改善 341戸 4戸 345戸 

日野ヶ丘Ａ棟、上戸田、野村、大野

（八日）、上野、殿ヶ丘、大野（西

林寺）、下戸田、黒田北、黒田 

建替 0戸 0戸 0戸 － 

用途廃止 422戸 0戸 422戸 

旭ヶ丘、日野ヶ丘、坂本 

津万井、田高、高嶋 

大野（大野）、前坂南山 
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６．建替事業の実施方針 

 本計画期間内に建替事業は実施しない。 

 しかしながら、耐用年限を超過する団地が増えていくため、建替事業については、検

討を行っていくこととする。 

 平成30（2018）年12月に「西脇市立地適正化計画」が策定され、人口減少の中にあっ

ても一定エリアにおいて、人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニテ

ィが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域として、居住誘導区域が設定され

た。建替事業を実施する際は、公営住宅においても同区域内への建設が望ましい。 

 居住誘導区域内については、利便性が高く、立地条件が良いことから、高齢者から子

育て世代に対応した公営住宅が考えられ、ＰＦＩなど民間活力を利用した公営住宅の建

設など様々な手法が考えられる。 

 

７．除却事業の実施方針 

 耐用年限を超過した、団地については、入居の募集停止を行い、入居を抑制し、除却

を進めていくこととする。 

 耐用年限が超過している団地は５団地（旭ヶ丘、坂本、日野ヶ丘、津万井、田高）あ

る。また本計画期間中に耐用年限を超過する団地も４団地ある。旭ヶ丘、日野ヶ丘につ

いては、木造及び簡易耐火造の住戸構成となっており、空き家となった棟及び区画ごと

の除却を進めている。また、除却を進めていくために、耐用年限の超過した団地の入居

者に対して耐用年限の超過していない住宅へ移転する支援もおこなっている。 

 

８．改善事業の実施方針 

 市営住宅の長寿命化を図るための改善内容は、居住性向上型、福祉対応型、安全性確

保型、長寿命化型に分類される。分類ごとの改善内容の例を下表に示す。なお、計画修

繕は、経年劣化した建物を新築当初の水準にまで回復させる工事であり、改善事業は、

新築当初より性能を改善（グレードアップ）させる工事である。 

 本市の市営住宅の中には、居住性の向上が必要な住宅やバリアフリー化が必要な住宅

があるが、これらの住宅については、公営住宅の需要を踏まえ、徐々に用途廃止を進め

て行く方針を定めている。 

 引き続き維持管理する市営住宅については、各住棟の耐用年限に至るまで長期的に使

用することを念頭に、長寿命化型の改善事業の必要性、効果を考慮した上で、対象住棟

を決定し、躯体や屋上・外壁・配管の耐久性の向上や避難施設の耐久性向上を優先して

実施する。 
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■長寿命化を図るための改善の例 

 住戸改善 共用部分改善 屋外・外構改善 

居
住
性
向
上
型 

・間取りの改修 

・給湯設備の設置 

・電気容量アップ 

・外壁・最上階の天井等の断熱 

・開口部のアルミサッシ化 

・給水方式の変更 

・断熱化対応 

・雨水貯留施設の設置 

・集会所の整備・増改築 

・児童遊園の整備 

・排水処理施設の整備 

福
祉
対
応
型 

・住戸内部の段差解消 

・浴室、便所等への手すりの設置 

・浴槽、便器の高齢者対応 

・高齢者対応建具 

・流し台、洗面台更新 

・廊下、階段の手すり設置 

・中層EVの設置・機能向上 

・段差の解消 

・視覚障害者誘導用ブロック等の 

設置 

・屋外階段の手摺の設置 

・屋外通路等の幅員確保 

・スロープの設置 

・電線の地中化 

安
全
性
確
保
型 

・台所壁の不燃化 

・避難経路の確保 

・住宅用火災警報器等の設置※１ 

・アスベストの除去等 

・ピッキングが困難な構造の玄関扉 

の鍵、補助鍵の設置、破壊が困難 

なガラスへの取替え、防犯上有効 

な箇所への面格子等の防犯建物部 

品の設置※３ 

・耐震改修※２ 

・外壁落下防止改修 

・バルコニーの手すりのアルミ化 

・防火区画 

・避難設備の設置 

・アスベストの除去等 

・EVの防犯カメラ設置（*3） 

・地震時管制運転装置等の設置 

・屋外消火栓設置 

・避難経路となる屋外通 

路等の整備 

・屋外通路等の照明設備 

の照度確保 

・ガス管の耐震性・耐食 

性向上 

・防犯上有効な塀、柵、 

垣、植栽の設置※３ 

長
寿
命
化
型 

・浴室の防水性向上に資する工事 

・内壁の断熱性の向上・耐久性の向 

上に資する工事 

・配管の耐久性向上に資する工事 

・躯体・屋上・外壁・配管の耐久 

性向上 

・避難施設の耐久性向上 

・配管の耐久性・耐食性 

向上に資する工事 

  ※１ 公営住宅への住宅用防災警報機等の設置については、「住宅用防災警報機及び住宅用 

     防災報知設備の設置について（通知）(平成17（2005）年９月16日国住備第50号)」を 

     参照 

  ※２ 公営住宅の耐震改修については、「公営住宅等の耐震化の推進について（平成18（20 

     06）年４月28日国住備第31号）」を参照 

  ※３ 公営住宅の防犯性向上については、「共同住宅に係る防犯上の留意事項及び防犯に配 

     慮した共同住宅に係る設計指針について（平成13（2001）年３月23日国住備発第 110 

     号）」を参照 

 

 

 

 

 

 

優先して実施する改善事業 
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９．計画修繕の実施方針 

９－１ 市営住宅の計画修繕 

 

（１） 計画修繕の内容と実施時期 

 定期点検の結果と標準修繕周期を踏まえて、適切な時期に予防保全的な「修繕」を行

うことで、居住性・安全性等の維持を図り、市営住宅を長期的に活用する。 

 構造躯体の安全性に影響する屋上防水・外壁改修、入居者の生活に大きく影響する給

排水設備等については優先的に実施を検討していく。 

 なお、標準修繕周期は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針」及び、国土交通省大臣

官房官庁営繕部監修「建築物のライフサイクルコスト」を踏まえ、各年度の事業量が偏

らないよう配慮し設定する。計画期間内に実施する計画修繕の内容を以下に示す。 

 

■個別改善・維持管理住棟において計画期間内に実施する計画修繕の内容 

実施方針 実施内容 

標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を

行い、適切な時期に予防保全的な修繕を

行うことで、居住性・安全性等の維持を

図り、市営住宅を長期的に活用する。 

・定期点検の実施 

・標準周期を踏まえた 

経常修繕の実施 

・空き家修繕の実施 等 

 

■標準修繕周期 

項 目 修繕周期 備 考 

床防水 20年※ 共用廊下、階段、バルコニー 

屋上防水 20年※  

外壁改修（塗装） 20年※  

給水設備 20年、35年 給水管 

・20年：ポリエチレン管、硬質塩化ビニル管、 

    亜鉛メッキ鋼管 

・35年：硬質塩化ビニルライニング鋼管 

修繕は硬質塩化ビニル管等で行うため、 

修繕後の修繕周期は20年となる。 

30年※ 受水槽 
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排水設備 30年、50年 排水管 

・30年：タールエポキシ塗装鋼管、 

    排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管、 

    排水用硬質塩化ビニル管、耐火２層管 

・50年：鋳鉄管 

汚水管については、排水管の修繕時に 

劣化度を確認し、適宜、修繕を行う。 

避難設備 20年※ 非常照明、誘導灯 

消防設備 15年※ 自動火災報知器設備 等 

昇降機設備 30年※ 安全改修は随時実施 

注１：給排水ポンプ、外構・付属設備、建具金物等は定期的な点検を行い、必要に応じて適 

宜対応する。 

注２：昇降機設備は原則として、納入メーカーのメンテナンス（契約必要）により予防保全 

がなされているが、経年に伴う供給部品切れへの対応が必要となる。 

  ※国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築物のライフサイクルコスト」に基づく修繕周期 

 

（２） 空き家修繕 

 空き家発生後に次の入居者のために修繕を実施する。 

 

（３） その他日常的な修繕等 

 日常的に入居者との情報交換を進めることにより、住宅の劣化等の状況を適切に把握

し、適切な経常修繕を行っていく。また、住宅の劣化等を予防するためにも、入居者の

しおりを充実させるなどして、入居者に対して住宅の適切な使用を促していく。 

 さらに、住棟単位に、実施した修繕履歴や施工図面などをデータベースとして整理し、

随時、更新を行っていく。 
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９－２ 長期的な維持管理の見通し 

 市営住宅を長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装・設備等

の経年劣化に応じて適切な修繕を計画的に実施していく必要がある。 

 そのため、標準修繕周期を踏まえ、市営住宅ストックが建替え又は用途廃止の時期を

迎えるまでの間における計画修繕の実施時期を定めた長期的な維持管理計画を、以下の

視点に基づき作成する。 

 

   

視点１ 標準修繕周期に基づく計画的な修繕の実施 

住民にとって快適な住宅であると共に、地震などの災害に対する安全性を備えた住宅

であるために、予防保全を基本とし、建築物の部位ごとに定められた標準修繕周期を目

途に、計画的に修繕・改修等を行い、住宅の長寿命化を図る。 

 

視点２ 将来見込まれる費用の想定と予算の平準化 

今後、膨大な修繕・改修等の費用が必要となることが予想される中、一時期に極端に

工事が集中しないように配慮していく必要がある。 

 また、適時適切な修繕を計画に沿って確実に実施していくために、将来見込まれる修

繕工事の内容・修繕時期・必要となる費用等についてあらかじめ想定する必要がある。 

 そのため、一定予算の枠内で市営住宅を維持出来るよう、屋上や外壁など住宅の部位

を限定し、必要性の高い工事に絞った予算の執行と、住宅の劣化状況や経過年数を踏ま

えた優先順位付けなどにより、改修等の時期を分散化し予算の平準化を図る。 

 

視点３ ライフサイクルや改修事業等と連動し事業コストを縮減 

市営住宅長寿命化計画における改善事業の実施時期と、計画修繕の実施時期が近い場 

合は、効率的な工事の実施のために工事実施時期を調整し、両工事をあわせて実施する。 

計画修繕を実施する際にも、屋上防水や外壁改修など同時期に実施することにより、事

業コストの縮減を図る。 

 また、残りの供用期間が短くなってきた際には、将来的な建替えや用途廃止を見据え

、安全性等に関わる最小限の計画修繕を実施するのみとする。 
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■長期的な管理の見通し

旭ヶ丘 1 94 木造 1 1956 1963 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 凡例

旭ヶ丘 2 20 簡易耐火 1 1956 1956

旭ヶ丘 3 24 簡易耐火 2 1964 1964 供用

坂本 - 10 木造 1 1960 1960

向ヶ丘 A 18 中層耐火 3 1963 1963 32,400 18,000 改善

日野ヶ丘 1 86 簡易耐火 1 1965 1972 6,000

日野ヶ丘 2 136 簡易耐火 2 1965 1974 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 除却

日野ヶ丘Ａ棟 A棟-1 30 中層耐火 3 2006 2006 7,500 54,000

日野ヶ丘Ａ棟 A棟-2 23 中層耐火 4 2006 2006 7,500 41,400 除却後

津万井 - 12 木造 1 1966 1967

田高 - 13 木造 1 1966 1967 建替

上戸田 1号棟 12 中層耐火 3 1973 1973 21,600 12,000

上戸田 2号棟 18 中層耐火 3 1973 1973 32,400 32,400 18,000 新規整備

高嶋 - 6 簡易耐火 2 1978 1978 3,600

野村 A 18 中層耐火 3 1979 1979 25,200 32,400 18,000

大野（大野） - 6 簡易耐火 2 1980 1980 3,600

前坂南山 - 15 簡易耐火 2 1981 1981 9,000

大野（八日） 1号棟 12 中層耐火 3 1982 1982 21,600 21,600

大野（八日） 2号棟 12 中層耐火 3 1982 1982 21,600 21,600

上野 - 18 中層耐火 3 1983 1983 39,600 32,400 32,400

殿ヶ丘 - 18 中層耐火 3 1985 1985 39,600 32,400 32,400

中畑 - 10 木造 2 1989 1990

大野（西林寺） A棟 6 中層耐火 3 1991 1991 10,800

大野（西林寺） B棟 6 中層耐火 3 1991 1991 10,800

大野（西林寺） C棟 6 中層耐火 3 1991 1991 10,800

大野（西林寺） D棟 6 中層耐火 3 1992 1992 10,800

大野（西林寺） E棟 6 中層耐火 3 1992 1992 10,800

大野（西林寺） F棟 6 中層耐火 3 1993 1993 10,800

大野（西林寺） G棟 6 中層耐火 3 1993 1993 10,800

大野（西林寺） H棟 6 中層耐火 3 1993 1993 10,800

下戸田 A棟 40 中層耐火 5 1995 1995 15,000 72,000 72,000

下戸田 B棟 40 高層耐火 6 1999 1999 15,000 72,000 72,000

黒田北 - 20 中層耐火 4 1999 1999 15,000 36,000 36,000

黒田（特公賃除く） - 32 高層耐火 6 2002 2002 7,500 57,600 57,600

黒田（特公賃） - 4 高層耐火 6 2002 2002 7,500 7,200 7,200

45,600 78,000 53,400 74,400 46,200 46,200 51,600 114,000 78,000 70,800 6,000 15,000 12,000 24,000 33,600 95,400 38,400 49,200 27,600 27,600 38,400 6,000 38,400 36,000 38,400 49,200 48,000 72,000 78,000 88,800

実施年度別事業費（千円）

団地名
棟

(号棟)

諸元 管理開始

戸

数
構造

階

数

建設

年度

竣工

年度 20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
49

事業費概算計
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■長期的な管理の見通し

旭ヶ丘 1 94 木造 1 1956 1963 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 凡例

旭ヶ丘 2 20 簡易耐火 1 1956 1956

旭ヶ丘 3 24 簡易耐火 2 1964 1964 供用

坂本 - 10 木造 1 1960 1960

向ヶ丘 A 18 中層耐火 3 1963 1963 32,400 18,000 改善

日野ヶ丘 1 86 簡易耐火 1 1965 1972 6,000

日野ヶ丘 2 136 簡易耐火 2 1965 1974 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 除却

日野ヶ丘Ａ棟 A棟-1 30 中層耐火 3 2006 2006 7,500 54,000

日野ヶ丘Ａ棟 A棟-2 23 中層耐火 4 2006 2006 7,500 41,400 除却後

津万井 - 12 木造 1 1966 1967

田高 - 13 木造 1 1966 1967 建替

上戸田 1号棟 12 中層耐火 3 1973 1973 21,600 12,000

上戸田 2号棟 18 中層耐火 3 1973 1973 32,400 32,400 18,000 新規整備

高嶋 - 6 簡易耐火 2 1978 1978 3,600

野村 A 18 中層耐火 3 1979 1979 25,200 32,400 18,000

大野（大野） - 6 簡易耐火 2 1980 1980 3,600

前坂南山 - 15 簡易耐火 2 1981 1981 9,000

大野（八日） 1号棟 12 中層耐火 3 1982 1982 21,600 21,600

大野（八日） 2号棟 12 中層耐火 3 1982 1982 21,600 21,600

上野 - 18 中層耐火 3 1983 1983 39,600 32,400 32,400

殿ヶ丘 - 18 中層耐火 3 1985 1985 39,600 32,400 32,400

中畑 - 10 木造 2 1989 1990

大野（西林寺） A棟 6 中層耐火 3 1991 1991 10,800

大野（西林寺） B棟 6 中層耐火 3 1991 1991 10,800

大野（西林寺） C棟 6 中層耐火 3 1991 1991 10,800

大野（西林寺） D棟 6 中層耐火 3 1992 1992 10,800

大野（西林寺） E棟 6 中層耐火 3 1992 1992 10,800

大野（西林寺） F棟 6 中層耐火 3 1993 1993 10,800

大野（西林寺） G棟 6 中層耐火 3 1993 1993 10,800

大野（西林寺） H棟 6 中層耐火 3 1993 1993 10,800

下戸田 A棟 40 中層耐火 5 1995 1995 15,000 72,000 72,000

下戸田 B棟 40 高層耐火 6 1999 1999 15,000 72,000 72,000

黒田北 - 20 中層耐火 4 1999 1999 15,000 36,000 36,000

黒田（特公賃除く） - 32 高層耐火 6 2002 2002 7,500 57,600 57,600

黒田（特公賃） - 4 高層耐火 6 2002 2002 7,500 7,200 7,200

45,600 78,000 53,400 74,400 46,200 46,200 51,600 114,000 78,000 70,800 6,000 15,000 12,000 24,000 33,600 95,400 38,400 49,200 27,600 27,600 38,400 6,000 38,400 36,000 38,400 49,200 48,000 72,000 78,000 88,800

実施年度別事業費（千円）

団地名
棟

(号棟)

諸元 管理開始

戸

数
構造

階

数

建設

年度

竣工

年度 20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
25

20
26

20
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20
28

20
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20
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20
43
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事業費概算計
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10．点検の実施方法 

 

（１） 定期点検の実施方針 

 建築基準法に基づく法定点検については、引き続き法令に基づく適切な点検を実施す

る。 

 法定点検の対象外の住棟においては、建築基準法12条の規定に準じて法定点検と同様

の点検（併せて「定期点検」とする）を実施する。 

 

（２） 日常点検の実施方針 

 定期点検のほかに目視により簡易に確認することが可能な部位については、全ての住

棟を対象に必要に応じて日常点検を実施する。 

 日常点検は、居住者の意見を踏まえ、随時「公営住宅等日常点検マニュアル（平成28

（2016）年８月国土交通省住宅局住宅総合整備課）」を参考に実施する。その他、定期

点検と合わせた実施、計画修繕前の実施等、効率的に行う。特に、エレベーターや電気 

・給排水設備等については、常時良好な状態を維持するため、日常的に保守点検を行う。 

 

（３） 退去時に伴う点検の実施方針 

 住戸内の設備やバルコニー等の劣化状況の点検は住宅内部に立ち入る必要があり、定

期点検や日常点検の実施が困難である。そのため、入居者が退去して空き家となった際

に、住戸内部及びバルコニー等の点検を実施する。また、日常的に入居者との情報交換

を進めることにより、住宅の劣化等の状況把握に努める。 

 

（４） 点検結果のデータベース化 

 定期点検、日常点検、退去時に伴う点検の結果については、それぞれデータベースに

記録し、修繕・維持管理の的確な実施や次回の点検に役立てることとする。 
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11．計画の実現に向けて 

 

（１） 事業推進のための居住者との合意形成 

 今後、建替事業を推進するにあたっては、入居者と十分な合意形成を図り、居住者へ

の負担を抑制するような移転計画により進める必要がある。 

 また、長寿命化型改善事業の実施にあたっては、住棟の入居者の居住環境を確保しな

がら工事を行うこととなるため、入居者への事前説明を入念に行うとともに、管理上及

び安全上の対応が必要である。 

 

（２） まちづくりとの連携 

 建替事業及び個別改善事業を実施するにあたっては、入居者の協力や地元等との調整

が必要となる事項が多くある。 

 このため、これまでと同様に、各地区のまちづくり協議会等との連携により近隣の要

望やニーズの把握を行い、事業実施へ向けての合意形成及び地元等との調整を図ること

とする。 

 

（３） 多様な住宅の供給に向けての取組み 

 入居者の高齢化が進んでいるため、個別改善事業において住戸内の高齢者対応等現入

居者のニーズにあわせた整備を進めるとともに、若年層の取り込みを図るため、若年層

が住みやすい住戸整備や環境づくりにも配慮する。 

 ただし、エレベーター未設置の中層耐火造の団地については、いずれも戸数が20戸未

満でありエレベーター設置による費用対効果が見込めないこと、また階段室型であるた

め一般的な設置手法である踊り場着床では半階分の昇降が必要となり、上下移動の負担

が残ることなどから、設置は見送ることとしている。そこで、これらの団地入居者のう

ち、階段昇降が負担となっている高齢入居者については、１階への住み替えを可能とす

るなどの対応策を検討する。 

 本市においては、単身や２人世帯といった小規模世帯の増加傾向が見られ、特に市営

住宅入居世帯では、この傾向が顕著である。このため、平成26（2014）年度より導入し

た型別・優先入居制度の活用を進めるとともに、世帯規模に合った住宅への住み替え支

援等の実施を検討する。 

 今後市営住宅を建替える場合は、多様化するニーズに合わせて、型別供給を実施する。 

 

（４） 他の事業主体との連携 

 今後10年間に発生すると推計される要支援世帯数に対しては、公営住宅等による対応

が可能であるが、重層的な住宅セーフティネットの必要性を鑑み、民間住宅活用型住宅

セーフティネット整備推進事業の活用等により、民間市場におけるセーフティネット機

能の強化を図る。 
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（５） 適切なコミュニティバランスの確保に向けての取組み 

 市営住宅におけるコミュニティバランスを維持するため、若年世帯や子育て世帯等の

優先募集について必要に応じて検討する。 

 セーフティネットの中核として、真に困窮する世帯の入居機会を確保するため、収入

超過者への明渡し等の指導強化に努めるなど、市営住宅管理の公平化・適正化を図る。 

 

（６） 財政負担を考慮した事業スケジュール 

 改善及び建替事業の実施にあたっては、市営住宅使用料等との収支バランスを考慮し、

財政的に負担の生じないような事業スケジュールとなるよう、適宜計画の見直しを行う。 
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【参考】用語説明 

 

 【か行】 

 

●居住水準・居住面積水準 国民が安定したゆとりある住生活を営むことができるよう、

国土交通省が、住宅建設五箇年計画において、家族構成に応じ

た住戸の規模・性能・設備に関して設定した目標水準。平成18

（2006）年に住生活基本法が制定され、従来の居住水準から居

住面積水準という新たな水準が定められている（下表水準）。 

最低居住面積水準は、健康で文化的な住生活を営む基礎とし

て必要不可欠な住宅の面積に関する水準であり、誘導居住面積

水準は、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイ

ルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準

である（誘導居住面積水準には、都市の郊外及び都市部以外の

一般地域における戸建住宅居住を想定した「一般型」と、都市

の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した「都市居

住型」がある）。 

 

世帯人数 
誘導居住面積水準 最低居住 

面積水準 一般型 都市居住型 

1人 55.0㎡ 40.0㎡ 25.0㎡ 

2人 75.0㎡ 55.0㎡ 30.0㎡ 

3人 100.0㎡ 75.0㎡ 40.0㎡ 

4人 125.0㎡ 95.0㎡ 50.0㎡ 

5人 142.5㎡ 109.3㎡ 57.0㎡ 

6人 166.3㎡ 128.3㎡ 66.5㎡ 

・３歳未満の者は0.25人、３歳以上の６歳未満の者は 0.5人、６歳以上10歳未

満の者は0.75人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数

が２人に満たない場合は２人とする。 

・次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が

確保されている場合 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水

洗便所及び洗面所が確保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当

する面積を減じた面積が個室部分で確保されている場合 

(出典)国土交通省「住生活基本計画」 
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●公営住宅 昭和26（1951）年に制定公布された公営住宅法に基づき、住

宅に困窮する人々に低廉な家賃で賃貸するため、国の補助を受

けて都道府県又は市町村が建設し、管理する住宅。市町村営住

宅、都道府県営住宅のこと。 

家賃は応能応益により定められ、高齢者等への優遇措置も設

けられている。 

 

●高度利用 中高層建築物又は容積率（建築敷地面積に対する延べ床面積

に対する割合）の高い建築物を建築することにより、土地をよ

り高度に利用すること。 

 

 【さ行】 

 

●３箇所給湯 台所、浴室、洗面所の３箇所への給湯を、１台のガス給湯器

等でまかなうシステム。 

 

●住宅・土地統計調査 住宅及び世帯の居住状況の実態を把握し、その現状と推移を

明らかにすることを目的として、総務省が５年毎に実施する調

査。結果が公表されている直近の調査は平成20（2008）年。平

成５（1993）年までは「住宅統計調査」という名称で実施され

てきた。 

 

●住生活基本計画 「住生活基本法」に基づき、住宅施策全般の目指すべき基本

的な方向性を定める計画で、国が定める全国計画と、全国計画

に即して県が定める県計画がある。 

 

●住宅ストック ストックとは、ある一時点における貯蔵量のことで、フロー

の反対の概念。 

住宅ストックとは、現存する住宅（数）のこと。 

 

●住宅セーフティネット セーフティネットとは「安全網」の意。行政などが手だてす

る最低限の生活を保障する安全策。 

住宅セーフティネットとは、市場機能のみでは住宅を確保で

きない人びとに対し、柔軟かつ公平に賃貸住宅や住宅資金を提

供するための仕組みや制度をいう。 
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●収入分位 全国の２人以上世帯を、最新の家計調査（総務省実施）など

に基づいて年収の低い世帯から高い世帯へ順に並べたときに、

それぞれの世帯が、年収の低い方から何％の範囲に位置してい

るかを百分率で示した数値。 

例えば「収入分位25％」という場合には、収入の低い方から

４分の１番目に該当する収入をいう。 

 

●新耐震基準 昭和56（1981）年６月の建築基準法改正で規定された、地震

に対する建築物の安全性に関する現行の基準。 

 

 【た行】 

 

●耐用年限 公営住宅の構造に応じて「公営住宅法施行令」で定められた

処分できる建築後の経過年数。 

 

 【構造物の耐用年限】 

木造 30年 

簡耐１階建て 30年 

簡耐２階建て 45年 

耐火造 70年 
 

 

 【は行】 

 

●バリアフリー 障がい者や高齢者などが生活するうえで障壁（バリア）とな

る部分を取り除くこと。建築設計においては、段差や仕切りを

なくすなど高齢者や障がい者に配慮をすること。 

 

 【ら行】 

 

●ライフサイクルコスト 

（ＬＣＣ） 

建物を企画・設計・建築し、維持管理を行い、最後に解体・

廃棄するまでの全期間に要する費用。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


